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戦後台湾工業化過程における研究開発

宋　　　立　水

Ｉ． はじめに　　研究の背景と問題意識

　アジアＮＩＥＳの工業化過程に関する考察は，戦後発展途上国の経済発展過程を研究するため

の最も重要な環とな っている。多くの経済学者に指摘されたように，発展途上国にとっ ては，歴

史の要素，社会構造と政治構造の要素を捨象するという前提の下では，工業化過程が抱えた過剰

労働力の圧力と低い資本蓄積水準と貧弱な技術累積という問題は，最も基本的な問題である 。

　現在，アジアＮＩＥＳの工業化に関する研究において，技術形成側面からの研究はまだ不十分

であるものの必要性は十分に存在していると思われる。本文はアシアＮＩＥＳの一つの類型であ

る台湾を研究事例とし，戦後台湾工業化過程の研究開発の実態と特徴を検討することを試みる 。

筆者は本文を戦後台湾工業化における技術形成過程の一部として位置づけ，前掲論文「戦後台湾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１

、

工業化過程における技術導入と導入政策」に引き続いて，戦後台湾工業化過程の技術形成の実態

と特徴を明らかにすることを目的とする 。

　技術形成を外来の技術に対する依存状態から自主的な開発 ・生産へと成長する技術力の蓄積と

生産の過程であると定義する。この定義に従 って，技術形成過程を次ぎのように提示する 。（〕）技

術の選択→　技術の導入→　技術操作及ひ管理システムの修得→¢機械設備の補修 ・占検→（蔓）機

械設備の修理 ・修繕→　設計と企画→¢技術の模倣＝国産化（６一→模倣技術の輸出）→　技術及

び管理システムの改良（四→改良技術の輸出）→　技術の革新（ぴ→革新技術の輸出）。 更に，この

九段階を技術導入（（１）→　→　→¢→¢）と研究開発（　→¢→　→　）との二つの過程に分けて分

　　　　　　　　２）
析することができる 。

　本文の構成は次の章からなる。第Ｉ章「はじめに」で問題意識を提起した後，第１章に入 って ，

台湾の科学技術政策の体系を整理する。この章では台湾科学技術の組織体系，政策体系を検討す

る。 第皿章は台湾研究開発活動の実体と特徴を分析する。この章は研究開発の展開過程，研究開

発の現状，研究開発の成果等の内容からなる。第１Ｖ章では終りにかえて，以上で検討した台湾の

研究開発の経験と教訓を踏まえて，若干の論点を提起して論じたい 。

　　 １）宋立水「戦後台湾工業化過程における技術導入とその政策」，立命館経済学第４３巻第４号，１９９４年

　　　１０月 。

　　２）宋立水「戦後台湾工業化過程における技術導入とその政策」，立命館経済学第４３巻第４号，１９９４年

　　　１０月 ，ｐ
．１１７
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１． 台湾の科学技術政策の体系

　皿一１　科学技術の組織体系

　台湾の科学技術の組織体系は行政組織，執行機構，支援組織など三つの部分から構成され，指

導， 教育，研究，開発，サービス，生産などの諸機能は政府，大学，研究機構，公営民営企業な

どの各主体によっ て担当されている 。

　（１）科学技術の行政組織

　台湾の科学技術の行政組織体系は，「科学発展指導委員会」，「科学技術顧問組」，「中央研究院」 ，

「行政院国家科学委員会」等の諸機構からなっ ている 。

　「科学発展指導委員会」は，総統府国家安全会議の下に設けられ，総統の科学技術政策の諮問

機構とされ，「科学技術顧問組」は行政院（総理府）に設けられ，行政院院長（首相）の科学技術

政策の諮問機構として，役割を果たす。「中央研究院」は台湾の最高の学術研究機構として総統

府に直轄され，科学研究を従事するほかに，学術研究に対する指導，連絡，奨励を行う 。行政組

織体系において，科学技術政策に対する策定，指導を行う重要な存在となっ ているのは行政院の

下に設けられた「行政院国家科学委員会」である。同委員会は台湾の科学技術発展の推進を担う

責任機構として，科学技術政策全体の発展政策，戦略，方案，計画の策定を担当すると共に，基

礎研究と先端的な応用研究を推進し，科学技術環境を改善し，科学技術人材を育成 ・誘致し，研

究人材を奨励 ・援助し，また，政府の他の部局の重要な科学技術発展計画の協調，連絡，審議 ，

管理，考査を担当している 。

　台湾の科学技術政策の方針に従 って，科学技術発展計画が統一的に策定され，計画の実行は専

門部 ・署 ・委員会によっ てそれぞれ行われることとなる。すなわち，国防軍事技術は国防部によ

って，工業科学技術は経済部によっ て， 交通運輸 ・通信科学技術は交通部によっ て， 人材育成は

教育部によっ て， 農業科学技術は行政院農業委員会によっ て， 医薬衛生科学技術は行政院衛生署

によっ て， 環境保護科学技術は行政院環境保護署によっ て， 原子力応用技術は行政院原子力委員

会によっ て担当されることとなる。各部 ・署 ・委員会にはそれぞれ科学技術顧問室が設けられ ，

招耳等された顧問は部長（大臣）の諮問に対して専門的なアトハイスを行う 。

　上述の台湾の科学技術行政組織体系は次のぺ一ジの図１－１によっ て示すことができる 。

　（２）研究開発の執行機構

　研究開発はその性格によっ て， 基礎研究，応用研全，実用（技術）開発の三つの類型に分けら

れる。基礎研究に主として従事しているのは中央研究院の各研究所である。教育部に所属する各

国公私立大学の（自殊科学と杜会科学）各学部 ・研究所は基礎研究に従事すると共に，応用研究に

も従事している。経済部に直轄されている諸研究機構と国営企業と民営企業の研究開発部門及ひ

民間の財団法人の研究機構は応用研究に従事すると共に，王に実用技術の開発を行っている。例

えば，工業技術研究院，資訊工業策進会（即ち，通信機器促進会），食品工業研究所，生物技術発

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４８）
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展センター 金属工業発展センター 慶齢工業発展基金会などである。これらの財団法人の研究

機構の中では，工業技術研究院が最も規模の大きいもので，五つの研究所と二つの研究センター

つまり化学工業研究所，機械工業研究所，電子工業研究所，エネルギー・ 鉱業研究所，工業材料

研究所，測量技術発展センター 光電周辺設備発展センターを持 っている。応用研究と実用（技

術）開発を行うのは上述の機構以外に，交通部に所属する電信研究所，郵政研究所，気象科学技

術研究センター 運輸研究所と ，国防部に所属する中山科学研究院（軍用技術研究開発に従事する）

と， 原子力委員会に所属する核エネルギー研究所と ，衛生署に所属する予防医学研究所などであ

る。

　　　　　　　　　　図皿一２　台湾の研究開発執行機構の分業的組織的構造

責任部門

研究性格

推進機構

政府機構 学校と研究機構

執　　行　　機　　構

　　　　　　　企業界
財団法人
　　　　　（含科学技術園区）

基礎研究
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　　　　　　　経　濟　部
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　　　　　　　　原　能　倉

　　　　　　　衛　生　署
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電信所

運輸所

省農試所

　等

工研院

食品所

資策會

生技中心

　等

　　　資料 ：国家科学委員会により

　上述の諸研究開発機構はいずれも台湾の中央レベルのものであると考えれば良い。その下に ，

省政府の各部門に所属する試験場，研究所が対応したものとして存在している。それらの試験場 ，

研究所は実用技術の改良と開発及び新技術の普及を行うことが一般的な特徴である。県村と企業

にある研究開発部門は具体的な実用技術の改良と開発と新技術の遂行を行う基礎的部門であるが ，

この基礎的部門が非常に弱いのが現状である 。

　上記の台湾の研究開発執行機構の分業的組織的構造については図ｎ－２のように表すことがで

きる
。

　（３）研究開発の支援組織体系

　台湾の研究開発支援は主に実用技術の開発に従事する公民営企業に対して提供される。サービ

ス内容には実用技術の提供，技術諮問，講習訓練，委託研究開発，委託分析，委託テスト等があ

る。 それを支えているのは数多くの中央と地方，政府と民問の諸研究開発機構で，そのうち，工

業技術について，最も重要な存在となっ ているのは工業技術研究院，中国生産カセンター 金属

工業発展センター 中国技術服務社，台湾機電工程服務社などである 。

　７０年代の石油危機の後，科学技術進歩による産業構造の調整は世界中で素早く進められてきた 。

それを背景として，科学技術に関する情報が産業の競争力を高め，経済成長を促進する重要な要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５０）
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素となっ ていることは益々世界中で認識されるようになっ てきている。時代の要請に応えて，台

湾においては科学技術及び産業技術情報を提供するネ ットワーク作りの動きがその時から始まり ，

今日に至ってそれは台湾の産業技術開発に対する支援の組織体系において，重要な存在となっ て

いる 。

　（ａ）行政院国家科学委員会科学技術資料センター

　行政院国家科学委員会科学技術資料センター（以下，科資センターと略称）は１９７３年に設立され

た。 科資センターの任務は国家科学技術発展政策に合わせ，科学技術研究と産業発展の需要に応

じて，迅速に国内外の資料を収集し，そして，それを分析 ・処理した後，先端的な情報サ ービス

を提供することである 。

　１９８８年の末頃，科資センターが推進した台湾全域の科学技術情報ネ ットワークが開通した。こ

のネ ットワークは初期段階において，主に理，工，医，農学類の科学技術資料を提供し，研究者

は域内の如何なるところでも該センターと共通の端末装置を利用すれば，該センターの情報ネ ッ

トワークとつなぐことができる。現在、該センターのネ ットワークには八つの国内資料庫と七つ

の高い参考価値のある国外資料庫が編成されているが，国内資料庫は「全国洋文科学技術期刊連

合目録資料庫」，「全国洋文科学技術図書連合目録資料庫」，「中華民国科学技術期刊論文資料庫」 ，

「進行中科学技術研究計画摘要資料庫」，「中華民国科学技術研究報告摘要資料庫」，「科学技術簡

報及び政策報道資料庫」，「国家科学委員会研究奨励援助費論文摘要資料庫」と「国家科学委員会

研究計画報告資料庫」などで，国外資料庫は該センター が導入した「ＢＩＯＳＩＳ　Ｐ－ＲＥＶＩＥＷＳ」 ，

「ＣＡ　ＳＥＡＲＣＨ」 ，「ＣＯＭＰＥＮＤＥＸ」 ，「Ｅ－ＲＩＣ」 ，「ＩＮＳＰＥＣ」，「ＭＥＤＬＩＮＥ」及び「ＮＴＩＳ」な

どがある 。

　（ｂ）経済部中央標準局の標準及ひ特許資料センター

　経済部標準局の標準及び特許センター（以下特許センターと略称）は１９７９年に設立された。この

センターの設立の主旨は基礎的，自主的技術力の発展を促進し，商品の国際的競争力を強めるた

めに標準，度量衡，特許，商標等の科学技術及び工商資料を収集 ・整理して，関連情報を提供す

ることにある。特許資料センターには台湾と国際専門機構及び三十余りの工業国の標準資料，度

量衡資料，特許資料等が編集され，利用者の検索に応じて迅速に提供される 。

　上記の機構以外に，学界，研究機構，他の政府機構，大型事業団体の多くが，専門部門を設け ，

関連情報を収集 ・処理し，情報サービスを提供するよう努力している 。

　（Ｃ）国外産業技術導入の工作計画

　技術の導入は技術力の形成には欠かせない役割を有している。以前，台湾においては，技術導

入に対して情報サービスを提供して，統一管理する機構がなかったため，企業の技術導入は高い

コストと低い効率という代価を払 っていた。この教訓を受け，行政院経済部は１９８９年７月に ，

「国外技術導入の工作計画」を制定し，実行し始めた。この計画の主旨は企業の技術導入のため

に必要とされる基礎環境を創ることで，例えば，多元的な導入チャンネルを作り ，多くの技術の

選択機会と合作の選択機会を提供することなどである。この計画は当計画の目標，それを実施す
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１〕
るための組織機構，各々の組織機構の機能 ・サービス項目等について，具体的に設定している 。

（５１）
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図皿一３ 産業科学技術情報サービス計画

（一）サービス分野：

電子 ・通信

機械 ・自動化

材料 ・工程

電子技術研究所

光電技術研究所

通信工業策進会

機械工業研究所

食品 ・製薬

金属工業開発セ
ンター

船舶設計開発セ
ンター

材料工業研究所

測量技術センター

化学工業研究所

環境 ・資源

策略企画

生物技術開発セ
ンター

食品工業開発研
究所

汚染防治センター

エネルギー研究所

工業経済発展セ
ンター

台湾経済研究院

１． 集積回路製品
２． コンピュータ関連製品
３． 通信電子製品
１． 光電通信製品
２． 光学部品
３． 光電技術応用関連製品
１． 市場情報調査分析

２． 通信工業発展策略
１． 自動化製品及び部品
２． 産業機械及び部品
３． 動力機械及び部品
１． コンピュータ周辺機器の設計と製造

２． 金属加工技術及び材料材料研究

１． 造船及び船舶関連工程の設計

１． 電子部品
２． 光電部品及び材料
３． 電子構装

１． 計測及び標準技術

２． 工業量測計器市場分析
１． 特種化学製品
２． 高分子製品
３． 生化製品
１． 生命科学技術

２． 医薬研究開発

１． 食品産業技術

１． 業種別汚染源調査

２． 防治技術企画研究

１． 海洋工学技術

２． 地下水資源保養技術
１． 科学技術政策研究

２． 重要産業発展趨勢分析

１． 産業政策研究提案

２． 産業経済分析

（二）サービス内容：
　１．諮問サービス：（１）諮問検索；　（２）市場調査；　（３）趨勢分析；　（４）競争力分析；（５）専門家諮問；

　　　　　　　　　（６）技術開発；　（７）技術導入；　（８）技術移転

　２．普及活動：　　（！）成果発表会；（２）フオーラム；（３）座談会；　（４）講習会；　　（５）専門誌発行；

　３．委託研究

　出所 ：「我国産業Ｒ＆Ｄ動向及其相関政策之研究」 ，１９９０年６月 ，台湾，工業技術研究院工業経済研

　　　　究センター ｐ． ５１

　（４）産業化学技術情報服務計画

　産業科学技術情報服務計画（ＩＴＩＳと略称）は経済部の委託を受けて，１９８７年に工業技術研究院 ，

資訊工業促進会，生物技術開発センター 金属工業発展センター 聯合船舶設計発展センター

食品工業発展センター 台湾経済研究院等の研究機構によっ て設立された。この計画はまず，通

信業，電子工業，化学工業，機械工業，材料工業，生命工業などの先端技術産業から進められ ，

最終的にはこの産業技術情報サービスネ ットワークを情報国家科学委員会の科学技術資料センタ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５２）
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一と対外貿易協会の全球商情通信ネ ットワークに連結させ，より全面的，詳細な産業技術情報を

政府，学界，研究機構，企業及び研究者個人に提供することが狙いとしている 。ＩＴＩＳの主な仕

事は産業分析の専門人材を訓練すること ，国内外の産業市場及び技術発展の動態を研究分析して ，

系統的な情報収集と伝達チャンネルを作 って，公民営企業の運営のために関連情報を提供するこ

と等である。この情報サービスネ ットワークはほぼ全産業をカバーすることができるように計画

されている。前のぺ一ジの図１－３はＩＴＩＳ計画が及ぼしている諸産業，サ ービス項目及びサー

ビスを提供する研究機構等の概観を示すものである 。

　皿一２　国家科字技術政策の体系

　戦後台湾の最初の科学技術政策方案は１９５９年１月９日に成立した「国家長期発展科学計画綱

領」である。この綱領の内容には，国家発展科学専用基金を設け，長期計画を定め，組織機構を

作り ，各研究機構と大学の科学研究設備を充実すること ，国立研究講座教授，国家客員教授及び

研究助成金制度を設置し，積極的に自然科学，基礎医学，工程科学，人文社会科学を発展させる

ことなどが含まれた。要するに，学術研究を主とした内容がこの計画綱領の特徴であ った。この

綱領に従って，同年２月１日に台湾最初の科学技術発展政策の決定機構の「国家長期発展科学委

員会」が中央研究院の評議会と教育部との共同によっ て成立した。この委員会の主な仕事は長期

的な科学研究の企画と推進，研究経費配分の審査，客員教授の招待と科学技術者の海外研修の援

助， の三つである 。

　１９６７年３月 ，総統の科学技術の顧問機構「科学発展指導委員会」が総統府国家安全委員会の下

に設けられた。その後ワ同委員会の建議によっ て， 行政院は「国家長期発展科学委員会」を国家

科学委員会に改組した。！９６８年「科学発展指導委員会」と行政院の各部 ・局 ・委員会及び学術機

構との協議の上で，「十二年国家科学発展計画」（！９６９～８０年）が成立した。同年１２月 ，行政院は

重要な科学技術計画を協調 ・推進するため，また，応用科学技術の研究発展の促進によっ て産業

発展及ひ経済建設を促すために，「応用技術研究発展小組」を設立した。翌年１月 ，科学発展計

画の実行を保障するために，政府は「国家科学技術発展基金」を設立し，更に指導を強化するた

め， ９月に「国家科学委員会」を「行政院国家科学委員会」に改組し，その指導によっ て， 「国

家科学発展」計両を推進させていっ た。

　１９７８年，（当時の行政院院長であった蒋経国氏の召集の下で）「第一回全国科学技術会議」が開かれ ，

科学技術者，学者，企業界の代表と政府部門の責任者ら４００余人がそれに参加した。国家の科学

技術計画について，科学技術者，学者，企業代表と政府部門の責任者が一堂に集まっ て討論する

ことは，台湾で初めてのことであ った。会議は台湾の科学技術発展を促す影響を与え，社会の科

学技術に対する認識を高めさせた画期的な出来事であ った。会議の翌年の５月１７日 ，行政院は

「第」回全国科学技術会議」の建議によっ て策定された「科学技術発展方案」を発表した。行政

院院長の「科学技術顧問組」はこの時に設立された 。

　８０年代に入 って，石油危機を受けた資本王義世界経済が低迷しつつある中で，国際的な産業構

造の調整と世界的な市場構造の調整が進行した。この資本主義世界市場の再編という背景はワ台

湾にそれに応じた産業構造の調整による世界市場への再編を要請していた。８２年２月 ，「第二回

全国科学技術会議」が開かれた。会議は「科学技術発展方案」の執行状況を検討した上，執行中

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５３　）
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の科学技術発展方案に対する修正案を建議した。８月に科学技術発展方案の修正案が行政院によ

って発表された。この修正案は今後の科学技術の発展方向及びそれに適応するハイテク産業の発

展目標，すなわち，先進工業国家の科学技術水準に追い付くという目標を定め，また，その目標

を実現するためのいくつかの重点的な措置を取り込み，鍵となる八つの技術，つまり ，エネルギ

ー， 通信，自動化，生物，光電，食品，肝炎防治等の重要な科学技術の発展計画を打ち出した 。

１９８３年３月 ，行政院は科学技術発展方案の実施に必要となる研究開発人材の不足という問題を早

期解決するために，「高級科学技術人材の育成と招耳寄を強化する方案」を策定して発布した 。

　１９８６年１月 ，行政院は「第二回全国科学技術会議」を召集した。会議は「科学技術と経済建設

との結合」，ｒ科学技術と民生との結合」，ｒ科学技術と国防との結合」，ｒ基礎科学，人文科学と応

用科学技術との結合」という科学技術の発展方針，及び「予見性，整合性，連続性，普及性（い

わゆる根を下ろすこと），国際性」という科学技術発展を推進する五原則を提出して，初めて「科

学技術立国」の政策を打ち出した。会議には学会，研究機構，企業界，政府行政機構の代表の

５００余人が参加し，１９８６～９５年の今後十年の科学技術発展重点及びその政策を検討した。同年８

月１４日 ，国家科学委員会が第三回全国科学技術会議の建議に従って提案した「国家科学技術発展

十年長程計画（１９８６～９５年）」は行政院によっ て承認され，発表された。その後，「国家科学技術

発展長程計画（１９８６～９５年）」を実行するために，関連する部 ・局 ・委員会が科学技術の重点発展

計画，民間企業の研究開発を奨励する計画，科学技術人材の育成及び招聰に関する計画等々を ，

別々に定めた。科学技術の重点発展計画の中では，特に次の１２項目が重点対象となっ ていた。す

なわち，通信技術，エネルギー技術，材料技術，生産自動化技術，光電技術，生命工学技術，食

品技術，環境保護技術，肝炎防治技術，災害防治技術，同期輻射技術，海洋科学技術等である 。

　「国家科学技術発展十年長程計画」は五年を経過した１９９１年，計画の一部はすでに達成された

が，一部の達成はやはり繰り下がると見込まれ，調整することを要請された。一方，国際環境が

変化しつつあり ，８０年代以後，日米欧等の先進工業国によるハイテク産業の科学技術開発活動へ

の介入がより積極的になっ た。 この背景のもとに，「第四回全国科学技術会議」が，１９９１年の１

月に開かれ，その後の５月に，行政院は「台湾を西太平洋の科学技術の重鎮となるように建設す

る」を王題とするｒ第十二回行政院科学技術顧問会議」を開いた。行政院国家科学委員会は第十

二回技術顧問会議の王旨に従 って，「国家科学技術発展十年長程計画」（１９８６～９５年）を修正して ，

「国家科学技術発展十二年長程計画」（１９９１～２００２年）を改めて公表した。なお，科学技術政策を

国家建設と密接に結合させるため，「国家建設六カ年計画」（１９９１～９６）に合わせて，「国家科学技

術発展六カ年中程計画」（１９９１～９６年）が制定された 。

　この長程計画と中程計画の最終目標は，台湾の科学技術水準が「韓国を追い越し，日本に追い

付く」ことによっ て， 「西太平洋の科学技術の重鎮」になることにある 。

　１９５９年台湾での初めての科学技術政策の総括「国家長期発展科学計画綱領」が発表されてから

今日まで，三十六年問が経過した。この間，「十二年国家科学発展計画」（１９６９～８０年），「科学技

術発展方案」（１９７９年制定），「国家科学技術発展十年長程計画」（１９８６～９５年），「国家科学技術発展

十二年長程計画」（１９９１～２００２年），「国家科学技術発展６カ年中程計画」等を加えて，全部で六つ

の政策方案が登場した。それらの政策案の目標とその背景となる特徴を検討すると，台湾の科学

技術政策の変動過程を次のように示すことができる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５４）



１９７８年１月開き

第一 一次全国

科技会議

１９８０年から年 一一回開き

行政院科技
顧問会議

　戦後台湾工業化過程における研究開発（宋）

図皿一４　台湾の科学技術政策の形成システム

科学技術
発展方案
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Ｌ
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　（１９８６～９５年）

Ｌ一一一一一→経済建設計画；

１９８０年３月頒布

加強培育及延撹
高級科技人才方案

国家建設
六年計画

．．

甲率什テ埣術牟牢十三午隼芦叶町
．．

（ザ叩ソ９９…刊 ．止１

　国家科学技術発展六年中程計画（１９９卜９６年）

　第　段階（１９５９～６８年）科字技術組織基盤再建期　この時期の組織基盤の再建は，学界を重占

とした科学研究と教育の組織機構の再建と強化及び科学技術政策の管理組織体系の再建を特徴と

するものである。また，この時期の科学技術政策の内容は，学界の研究活動と科学教育工作を推

進・ 改善することと研究人材を育成することを目標とし，産業形成と係わる意識は全くなく ，学

界と研究機構の専門家の科学研究のための科学発展政策であ った，という特質がある 。

　第二段階（１９６９～８０年）科字技術組織体系形成期　この時期の特徴は科学技術政策の組織体系

が形成されはじめ，それによっ て， 科学技術政策が制度化しはじめたことにある。その現れとし

ては二点が取り上げられる。一つは今日の科学技術政策管理の組織体系がその時期に形成され ，

制度化されたことである。もう一つは１９７８年に開かれた「第」回全国科学技術会議」が台湾の科

学技術政策の形成プロセスを制度化させた歴史的な意味を持つ事件であ ったことである。この時

期の科学技術政策の内容は依然として，学界，研究機構の研究水準を高めること ，科学技術人材

の育成 ・教育と科学技術の研究経費を調達して保障することを主要な目標としたけれども ，応用

科学研究を強化し，工業，農業，交通，医薬衛生等の応用技術の研究と開発を推進することを提

起し，第一段階の政策内容と比べたとき ，産業技術開発への注目があ ったことはその特質の現れ

であると考えられる 。

　第三段階（１９８０～９５年）科字技術政策形成期　これまでの台湾の科学技術発展綱領或いはその

計画を検討すると ，あくまでも方針の性格が強くて，政策とする特徴が弱かったといっ てよい 。

というのは，まずその目標設定の明確性と系統性が欠けること ，もう一つは，その目標を達する

方法，政策措置が明示的，系統的なものがなく ，制度化されていないことを指摘することができ

る。

　１９８０年，「科学技術発展方案」が実行され始めた。この方案のスタートは台湾において科学技

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５５　〕
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術政策が本格的に形成され始めたことを意味している。１９８６年に発表され実行され始めた「国家

科学技術発展十年長程計画」，またその５年後の１９９１年に改めて制定した「国家科学技術発展十

二年長程計画」と「国家科学技術発展六カ年中程計画」では，台湾の科学技術政策の目標とそれ

を達成する方法 ・措置は系統化，制度化，具体化という特徴を更に強めた。それ以降，台湾杜会

の発展と産業の育成に対する科学技術政策の影響が学界，研究機構だけではなく ，企業界にも及

び， 科学技術政策は社会発展政策及び産業政策の一部分として社会的に認識され始めた 。

　台湾の科学技術政策の形成システムについては，原則的には四年毎に開かれる全国科学技術会

議の結果を踏まえて科学技術政策の基本内容を形成し，それと同時に，毎年に開かれる国家建設

研究会，各種類の科学工程検討会，各専門会議等の建言と ，毎年行われた技術開発結果に対する

検討，行政院科学技術顧問会議の意見，民意機構の意見を総括し，また，台湾の経済 ・社会建設

計画なとを参考にして，行政院国家科学委員会によっ て纏まれ，行政院院会（内閣会議）によっ

て審査され，頒布される。この形成システムは図１－４によっ て総括できる 。

　　１）宋立水「戦後台湾工業化過程における技術導入と導入政策」，立命館経済学第４３巻第４号，ｐｐ

　　　１１４－１１５を参照
。

皿． 産業研究開発活動の実態

　台湾の産業成長の初期においては，産業構造は労働集約度の高く ，技術集約度の低い産業を特

徴とし，製品は先進工業国で標準化 ・成熟化したものを特徴とし，生産形式はＯＥＭ方式を特徴

とし，また技術力が欠如し，資本が不十分であり ，産業技術を導入する以外には，研究開発の余

地が殆となっ かたと言える。７０年代の石油危機及ひそれによる物価高騰，賃金上昇，国際経済の

低迷は台湾の産業成長にシ ョッ クを与えた。７０年代末から８０年代に入 って，台湾政府は産業の研

究開発の重要性を認識し，研究開発促進の政策を打ちだした。一方，台湾の国際収支はこの時期

に好転しはじめ，構造的な里字になっ ており ，産業技術の蓄積は一定水準に達し，企業の資金力

も一定の水準まで蓄積した。これらの状況変化は研究開発活動の社会的条件が徐々に整ってきた

ことを意味すると考えられる。確かに，台湾の産業研究開発活動はこの時期から本格的にスター

トしたのである。その事情を踏まえて，ここでの台湾産業研究開発活動の実態に対する分析は ，

７０年代末から９０年代の初期までに限定することにしたい 。

　皿１－１　 マクロ的な研究開発活動の投入

　（１）研究開発費用の源泉と支出

　１９９１年台湾の研究開発費は８１７．６５億元（国防関係は含まない）で，前年度より１４．３％増加した

（８６年の固定価格で計算すると１０ ．Ｏ％増となる）。 時系列の変化を見ると ，増加趨勢がやや衰退したよ

うに見える。また，Ｒ＆Ｄの対ＧＤＰ比率を観察すれば，９１年のそれは前年度よりＯ ．０５％増加

した１ ．７０％となっ ているが，増加率も近年来の最低水準となっ た（表皿一１　台湾の研究開発投入

の一般状況を参照）。

（５６）
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表皿　１　台湾の研究開発投入の一般状況

５７

年　別
研究開発費 研究開発費 研発ＧＮＰ比 研究人員 研究人員 研究人員 研究人員／
（百万元） 成長率 （％） （％） １人 ｊ 成長率（％） ／万人 万労働人口

１９７８ ６， ４０７ Ｏ． ６ユ

７９ ９， ９０８ ５４ ．６ Ｏ． ８３ ８， ３４５ ４． ８

８０ １０ ，５６３ ６． ６ Ｏ． ７！ ユ３ ，６５６ ６３ ．６ ７． ７

８ユ １６ ，４１４ ５５ ．４ Ｏ． ９３ ！５ ．６３３ ユ４ ．５ ８． ６

８２ １６ ，８６４ ２． ７ Ｏ． ８９ １８ ，３６８ １７ ．６ １Ｏ ．Ｏ ２６ ．４

８３ １９ ，２００ １３ ．９ Ｏ． ９ユ １８ ，５８０ ユ． ユ ９． ９ ２５ ．６

８４ ２２ ，４４４ １６ ．９ Ｏ． ９５ ２２ ，３５４ ２０ ．３ ユユ ．８ ２９ ．８

８５ ２５ ，３９７ １３ ．２ ユ． ０！ ２４ ．６００ １０ ．Ｏ ユ２ ．８ ３２ ．２

８６ ２８ ．７０２ ユ３ ．Ｏ ○． ９８ ２７ ．７４７ ユ２ ．８ ユ４ ．３ ３４ ．９

８７ ３６ ，７８０ ２８ 、ユ ユ． ユ２ ３２ ，８６３ ユ８ ．４ ユ６ ．７ ４０ ．２

８８ ４３ ，８３９ ユ９ ．２ ユ． ２２ ３５ ，４３７ ７． ８ １７ ．８ ４３ ．Ｏ

８９ ５４ ，７８９ ２５ ．Ｏ ユ． ３８ ３９ ，７４２ ユ２ ．ユ ユ９ ．８ ４７ ．３

９０ ７１ ，５４８ ３０ ．６ １． ６５ ４６ ，０７１ ユ５ ．９ ２２ ．６ ５４ ．７

９ユ ８１ ，７６５ １４ ．３ １． ７０ ４６ ，ユ７３ Ｏ． ２ ２２ ．５ ５４ ．Ｏ

　　注 ：ユ９８４年から研究開発経費には人文社会科学分野のも含まれる
、

　　　　「中華民国科学才支術統計要覧」各年版，国家科学技術委員会

　　　　「中華民国科学技術年鑑ゴ各年版） 国家科学技術委員会

　　　　「社会指標統計」ユ９８５．１９９０年版

　　　　「中華民国台湾地区国民所得統計摘要」‘ 各年版 １竹政院王計処

　台湾のこのＧＤＰに対する研究開発費の支出比率はおよそ日本と米国の７８年の水準で，同じ

ＮＩＥＳである韓国の８６年と同程度であり ，比較的低いといえる（表皿一２主要国家と地域の研究開発

費の比較を参照）。 それにもかかわらず，７８年から９１年の間に，台湾の研究開発費は年平均２１ ．６％

の高い成長を達成したのは最も重要な特徴であると考えられる 。

　　　　　　　　　　表皿　２　ＧＮＰに対する研究開発費の国際比較個防研究費を除く ）　　　　 ／単位　％ｊ

年　別 ユ、　　 ’功 日　本 米　国 独　国 英　国 仏　国 韓　国

１９７０ １． ５８ １． ８３ ２． ０２ 工． ４６

７ユ １． ６ユ １． ７２ ２． ２０ ユ． ４５

７２ １． ６３ １． ６６ ２． ２ユ ユ． ５９ １． ４５

７３ ユ． ６８ ユ． ６３ ２． ０８ ユ． ３７

７４ ユ． ７４ １． ６２ ２． ２６ １． ４２

７５ １． ７ユ ユ． ６２ ２． ユ５ １． ５６ ユ． ４５

７６ ユ． ７ユ １． ６６ ２． ユ８ １． ４３

７７ ユ． ６９ ユ． ６０ ２． ３ユ ユ、 ４２
（） ．６ユ

７８ Ｏ． ６６ ユ． ７０ ！． ６９ ２． ４６ １． ６２ ユ． ３７ Ｏ． ６４

７９ Ｏ， ８４ ユ、 ７９ １． ７１ ２． ２６ １． ３８ Ｏ． ５７

８０ Ｏ． ７１ ユ． ９０ ユ． ７５ ２． ５３ ユ． ３２ Ｏ． ５８

８１ Ｏ． ９３ ２． ０５ ユ． ８０ ２． ３８ １． ６３ １． ４７ Ｏ． ６４

８２ Ｏ． ８９ ２． １３ ユ． ８８ ２． ６ユ １． ５９ Ｏ． ８８

８３ Ｏ． ９ユ ２． ２６ ユ． ９６ ２． ４３ ユ． ５０ ！． ６６ ユ． ０１

８４ Ｏ． ９５ ２． ３３ ユ． ９８ ２． ６５ ユ． ７５ ユ． ユ９

８５ ユ． Ｏユ ２． ４８ ２． ０６ ２． ６２ ユ． ５６ ユ． ７９ ユ． ４８

８６ Ｏ． ９８ ２． ４６ ユ． ９６ ２． ６０ １． ６９ １． ７６ ユ． ６８

８７ １． １２ ２． ５１ １． ９４ ２． ７２ １． ７０ ユ． ７９ １． ７７

８８ １． ２２ ２． ５６ ユ． ９５ ２． ６７ ユ． ７０ ユ． ７４ １． ８６

８９ ユ． ３８ ２． ６６ １． ９１ ２． ７ユ １． ８ユ １． ９２

９０ ユ． ６５ ２． ７４ ユ． ８９ １． ９ユ

資料 １「科学技術統計要覧」１９９！ ，９２年版，国家科学技術委員会

　　　「全国科学技術動態調査」 ，１９８６，８９年４月

　　　「中華民国科学技術年鑑」１９９２，９３年版，国家科学技術委員会

（５７　
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　台湾の研究開発費の源泉は統計上，政府部門と民問部門に分かれ，政府部門には政府機関（中

央及び省，市政府機関と定義する）と公営企業（国家政府機関の経済部，交通部などに所属する国営企業 ，

　　　　　　　　　　　　　　　１）
省市政府に所属する公営企業，退補会に所属する公営企業と国民党党機関に所属し且つ運営されている党営

企業と定義する）が含まれ，民間部門には民営企業，財団法人企業と国外部門が含まれている 。

表皿一３に示されているように，８１年の研究開発費の中で，政府機関から支出したのは３６ ．６％ ，

公営企業からのは１６ ．１％で，政府部門合計で５２ ．７％となっ て， 民問部門からの支出は合計で

４７ ．３％で，そのうち民営企業が４１ ．９％，財団法人が５ ．２％，国外機関がＯ ．２％であ った。その後 ，

研究開発費における政府部門の比重はさらに増え，８５年には６３ ．６％にもなっ たが，その内訳を見

ると ，公営企業の比重の速やかな成長が主な原因であ った。８９年以後民間部門の比重は迅速に成

長してきた，そのうち，特に民問企業の成長が大きかった。その結果，８９と９０年の二年間で，民

問部門の研究開発費の比重ははじめて政府部門を越えて，それぞれ５２ ．３％，５４ ．２％となっ た。 ９１

年には，政府部門の研究開発費の比重は再び民間部門のそれを越えて ，５２．２％の水準に戻った 。

この変化は民間企業の研究開発費の減少によるものと考えられる 。

表皿一３　台湾の研究開発費の源泉構造 （単位 ：万台湾元，％）

政　　　　府 民　　　　問
合　　計

年別 政府合計 政府機構 公営企業 民問合計 民間企業 財法人 国　外

金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％ 金額 ％

１９８１ １６ ．４１４ １００ ．Ｏ ８， ６５０ ５２ ．７ ６， ００８ ３６ ．６ ２， ６４３ １６ ．１ ７， ７６４ ４７ ．３ ６， ８７７ ４１ ．９ ８５４ ５． ２ ３３ Ｏ． ２

８２ １６ ，８６４ １００ ．Ｏ ９， ８１３ ５８ ．２ ７， ２６１ ４３ ．１ ２， ５５２ １５ ．１ ７， ０５１ ４１ ．８ ６， ４８４ ３８ ．４ ５００ ３． Ｏ ６７ Ｏ． ４

８３ １９ ，２００ １００ ．Ｏ １１ ，７５６ ６１ ．２ ８， ５８４ ４４ ．７ ３， １７２ １６ ．５ ７， ４４４ ３８ ．８ ７， ０８４ ３６ ．９ ３３４ １． ７ ２６ Ｏ． １

８４ ２２ ，４４４ １００ ．Ｏ １４ ，１９７ ６３ ．３ １０ ，６３２ ４７ ．４ ３， ５６６ １５ ．９ ８， ２４７ ３６ ．７ ７， ７３３ ３４ ．５ ３０８ １． ４ ２０５ Ｏ． ９

８５ ２５ ，３９７ １００ ．０ １６ ，１４１ ６３ ．６ １１ ，５６６ ４５ ．５ ４， ５７５ １８ ．Ｏ ９， ２５６ ３６ ．４ ８， ５５８ ３３ ．７ ４２０ １． ７ ２７８ １． １

８６ ２８ ，７０２ １００ ．Ｏ １７ ，２５２ ６０ ．１ １２ ，０９２ ４２ ．１ ５， １６０ １８ ．０ １ユ ，４４９ ３９ ．９ １１ ，１１２ ３８ ．７ １８９ ０． ７ １４８ Ｏ． ５

８７ ３６ ，７８０ １００ ．０ １８ ，７０１ ５０ ．８ ，１３ ，２５６ ３６ ．０ ５， ４４５ １４ ．８ １８ ，０７９ ４９ ．２ １７ ，５４０ ４７ ．７ ３６３ １． ０ ２１１ Ｏ． ６

８８ ４３ ，８３９ １００ ．Ｏ ２４ ，７９３ ５６ ．６ １９ ，５２３ ４４ ．５ ５， ２７０ １２ ．Ｏ １９ ，０４６ ４３ ．４ １８ ，４１５ ４２ ．Ｏ ５０７ １． ２ １２４ ０． ３

８９ ５４ ，７８９ １００ ．Ｏ ２６ ，１２７ ４７ ．７ １９ ，６０１ ３５ ．８ ６， ５２６ １１ ．９ ２８ ，６６２ ５２ ．３ ２７ ，２９３ ４９ ．８ １， １００ ２． Ｏ ２６９ ０． ５

９０ ７１ ，５４８ １００ ．Ｏ ３２ ，７７２ ４５ ．８ ２６ ，０５４ ３６ ．４ ６， ７１８ ９． ４ ３８ ，７７６ ５４ ．２ ３７ ，７６１ ５２ ．８ ８９８ １． ３ １１７ Ｏ． ２

９１ ８１ ，７６５ １ＯＯ ．Ｏ ４２ ，５７４ ５２ ．１ ３５ ，０１９ ４２ ．８ ７， ４６５ ９． １ ３９ ，１９１ ４７ ．９ ３７ ，２２２ ４５ ．５ ７５５ Ｏ． ９ １， ２１４ １． ５

９２ ９４ ，８２８ １００ ．Ｏ ４９ ，５００ ５２ ．２ ４３ ，０５２ ４５ ．４ ６， ４４８ ６． ８ ４５ ，３２８ ４７ ．８ ４４ ，０９５ ４６ ．５ ７５９ Ｏ． ８ ４７４ ０． ５

注： ８４年から人文社会科学分野を含む 。

　　１９８１年と９１年のデータは「中華民国統計年鑑」（１９９４）と「中華民国科学技術年鑑」（１９９２）による計算

資料 ：「全国科学技術動態調査」 ，１９８９年４月 ，行政院国家科学委員会 。

　　「中華民国科学技術年鑑」 ，１９９２年，行政院国家科学委員会 。

　このような源泉の構造を国際比較すれば，図皿一１に示されているように，台湾では，政府主

導の特徴が相対的に強いと言える 。

（５８）
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図皿一１　研究開発費源泉構造の国際比較

日本米国ドイツフランスイギリス台湾
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注： 台湾の場合，企業には政府公企業を源泉とした６ ．８％は含まれている 。

　台湾の研究開発費の運用については，主体別，分野別，研究性格別に分けることができる 。主

体別の場合，１９８１年のケースから観て，公営事業と民間企業が５６ ．１％（９ ，２０９百万元），研究機関

が２７ ．６％（４ ，５２８百万元），大学（専科学院を含む）が１６ ．３％（２，６７６百万元）をそれぞれ占めていた 。

企業が研究開発費の運用の主体であるということが，企業自身が研究開発活動に参加しているこ

とを示していると考えられる。ところが，それを動的に観察する必要がある。下の表皿一４に示

された時系列データによれば，企業を主体とする研究開発活動は，台湾研究開発活動の全体にお

ける地位が殆ど増大しておらず，むしろやや小さくな っているように見え，その替わりに，研究

機構の研究活動の地位が更に増大したことが判る 。

　　　　　　　　　　　　表皿　４　台湾研究開発費支出の部門別構成（％）

年　度 企　　業 研究機構 大学（専科大学を含む）

！９８１ ５６ ．ユ ２７ ．６ ユ６ ．３

１９８３ ４９ ．８ ３０ ．２ ２０ ．Ｏ

ユ９８４ ４８ ．９ ３２ ．６ １８ ．５

１９８５ ５０ ．ユ ３３ ．１ １６ ．９

１９８６ ５５ ．５ ２９ ．１ １５ ．４

１９８７ ５９ ．２ ２６ ．８ １４ ．１

１９８８ ４７ ．８ ３５ ．６ １６ ．６

１９８９ ５６ ．Ｏ ２８ ．９ １５ ．１

ユ９９０ ５９ ．Ｏ ２７ ．７ １３ ．２

ユ９９１ ５３ ．６ ３０ ．９ １５ ．５

１９９２ ５２ ．５ ３３ ．Ｏ １４ ．４

　　　　　　　出所 ：「中華民国科学技術年鑑」 ，ユ９９１，９２年版，行政院国家科学委員会 。

　この点について，国際比較も必要である 。１９９２年のデータで見ると ，日本が６８ ．７３％，スイス

が６８ ．５４％，アメリカが６８ ．０３％，ドイッが６７ ．７９％，イギリスが６２ ．８４％，フランスが６１
．０４％

，

シンガポールが５９ ．４７％，競争ライバルの韓国が８１ ．８９％とな っていることに対して，台湾は
　　２〕
５２ ．５％しかなっ ていない。これは他の国に比べて台湾企業の研究開発に対する投入が相対的に消

極的であることを現している 。

　また，分野別の研究開発費用の使用状況については，表皿一５のデータから判るように，工学

分野への支出が圧倒的に多い。また，農学と医学分野に属する研究費用の比重が減りつつある一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（５９　）



６０ 　　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

表皿一５　台湾研究開発費支出分野別構成（％）

年　度 工学分野 農学分野 理学分野 医学分野 人文杜会

１９８１ ７２ ．５ １６ ．８ ４． ８ ５． ８ ０． ０

１９８３ ６２ ．４ １８ ．７ ９． ７ ９． ３ Ｏ． Ｏ

１９８４ ６６ ．３ １３ ．５ ６． ８ １１ ．Ｏ ２． ５

ユ９８５ ７０ ．７ １２ ．８ ７． ８ ６． ３ ２． ４

１９８６ ６８ ．８ １２ ．９ ８． ４ ７． ８ ２． １

１９８７ ７７ ．８ １２ ．５ ５． ３ ３． ６ Ｏ． ８

１９８８ ７０ ．５ １３ ．１ ７． ８ ４． ７ ３． ９

１９８９ ７７ ．６ １０ ．３ ５． ３ ４． ５ ２． ４

１９９０ ７８ ．４ ９． ９ ５． ２ ４． ５ １． ９

１９９１ ７８ ．８ ７． ４ ６． ６ ４． ６ ２． ６

１９９２ ７４ ．５ ９． ５ ８． ２ ４． ８ ３． ０

出所 ：「中華民国科学技術年鑑」 ，民国８０，８１年版，行政院国家科学委員会 。

方， 工学，理学，人文社会学分野関連の支出の比重がそれぞれ増えた 。

　なお，研究開発費支出の性格について，表皿一６から見れは，技術開発と応用研究への支出が

多かったという特徴があり ，特に技術開発を主とするという特徴があると言える 。

　　　　　　　　　　　　表皿一６　台湾研究開発費支出の性格別構成（％）

年度 基礎研究 応用研究 技術開発

１９８１ ６． ８ ４８ ．４ ４４ ．９

１９８３ １２ ．１ ２７ ．８ ６０ ．１

１９８４ １４ ．１ ３２ ．２ ５３ ．６

１９８５ １４ ．５ ３２ ．９ ５２ ．６

１９８６ １３ ．３ ４０ ．９ ４５ ．８

１９８７ １０ ．４ ３３ ．１ ５６ ．５

１９８８ １２ ．３ ４７ ．４ ４０ ．２

１９８９ １０ ．５ ３６ ．２ ５３ ．３

１９９０ ９． ９ ３５ ．９ ５４ ．２

１９９１ １１ ．５ ４０ ．３ ４８ ．２

１９９２ １２ ．５ ３６ ．４ ５１ ．２

　　　　　　　　出所 ：「中華民国科学技術年鑑」 ，民国８０，８１年版，行政院国家科学委員会 。

　　　　　　　　　　　　　　　図皿一２　研究開発費の性格別国際比較
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　国際的に観察する場合，図皿一２に見られるように，アメリカ ，日本，韓国では技術開発への

投入がかなり重視され，技術開発の性格が強かったが，イギリス，フランス，ドイツ，オランダ
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では応用研究＆基礎研究への投入が相対的に重要視され，応用研究＆基礎研究の性格が強かった

と言える。台湾のケースは両グループの間に位置づけられ，応用研究＆技術開発の性格が特徴的

であると考えられる 。

　（２）研究開発人力の投入

　１９９１年の台湾の研究開発人員は４６ ，１７３人で，１９７９年の８ ，３４５人より５ ．５３倍に増えた。成長状況

については，表皿一１に示されている通り ，年平均で１５％以上の成長があり ，かなり速いと考え

られる。そのうち，８０年の成長率は６３ ．６％にもなっ たことは統計上の何らかの調整によるものだ

と考えたほうが適当であろう 。

　台湾の研究人員のこの成長の様子は国際的に見ても速いと言える。表皿一７は主要国家 ・地域

の研究人員数と年平均成長率の比較データである。そこに示されているように，台湾の９１年の研

先開発人員は韓国の９０年の７０．５千人より少ないが，その年平均成長率 （８２～９１年）は１０ ．９％で ，

韓国の１２ ．Ｏ％（８２～９０年）に次いで高い成長を現していることが分かる 。

　　　　　　　　　　表皿　７　王要国家＆地域の研究人員数及ひその成長率　　／単位千人　％ ｊ

年別／国家 ム　　 ’ホ　１弓 日　本 米国 英国 独国 仏国 韓国
ユ９８２ １８ ．４ ３２９ ．７ ９ユ１ ．９ ９０ ．ユ ２８ ．４

８３ ユ８ ．６ ３４２ ．２ ６５ユ ．７ ９４ ．Ｏ ！３０ ．８ ９２ ．７ ３２ ．ユ

８４ ２２ ．４ ３７０ ．Ｏ ９７９ ．８ ９２ ．３ ９８ ．２ ３７ ．１

８５ ２４ ．６ ３８１ ．３ ８４９ ．２ ９８ ．Ｏ ユ４７ ．６ ユ０２ ．３ ４ユ ．５

８６ ２７ ．７ ４０５ ．６ ８９６ ．５ ユ！９ ．７ ユ０５ ．Ｏ ４７ ．Ｏ

８７ ３２ ．９ ４１８ ．３ ９２３ ．５ ユ２２ ．８ ユ６５ ．６ ユ０９ ．４ ５２ ．８

８８ ３５ ．４ ４４１ ．９ ９４９ ．２ ユ２４ ．８ １ユ５ ．２ ５６ ．５

８９ ３９ ．７ ４６ユ ．６ ユ２０ ．９ １８７ ．２ ユ２０ ．７ ６６ ．２

９０ ４６ ．ユ ４８４ ．３ ユ７９ ．２ ７０ ．５

９１ ４６ ．２ ５０５ ．５

年平均成長率 ユＯ ．９ ４． ９ ４． ９ ４． ３ ４． ６ ４． ３ １２ ．Ｏ

注： “　日本を除いて，人文社会研究人員を含む 二

　／２一 英国の場合は企業，政府部門及び大学のみで，研究機構が含まれない 、

　（３、台湾の場合，１９８４年から人文杜会研究人員が含まれ，年平均成長率は８４年以後のデータである こ

　：／１旧本科技要覧，１９９２年版，１２ １韓国ｒ科学技術研究開発活動報告」 ，ユ９９ユ年版，１３ １中華民国科学技

　術統計要覧，ユ９９３年版 。

　続いて，人ロー万人当たり研究者数と労働力一万人当たりの研究者数を観察する 。７９年台湾の

一万人当たり研究者数は４ ．８人で，９１年に２２ ．５人に増え，約４ ．７倍となっ た。 労働力一万人当たり

の研究者数も９１年では７９年の１２ ．８人より３ ．２倍増加して５４人となっ た。 これを国際的に比較して

みると ，台湾の一万人当たり研究者数は日本，アメリカより少なく ，フランス，イギリス，ドイ

ツの水準に相当する一方，一万人労働力当たり研究者数も同様に日本，アメリカより少ないが ，

ドイツ，フランス，イギリスとほぼ同じ水準に達している。それを時系列で見ると ，ドイツ ，フ

ランス，イギリスの水準に追いついた時期は８０年代末期～９０年代の初頭であることが判る 。

　研究開発人員は研究開発活動と関連のあるすべての人員を含む。その内には，研究開発活動に

従事する主力人員，つまり研究人員，そして，研究人員の指導の下で研究開発活動と関連のある

技術性の強い具体的な仕事をする技術人員，研究開発活動と関連のある事務的雑用を担当する支

援人員を含む 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６ユ　／



　６２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

　上述の研究開発人員の構成は一国 ・地域の研究開発人員の数量以外のもう一つの重要な指標で

ある。台湾のケースでは表皿一８に示されている通り ，研究人員の比重は徐々に高まり ，特に９２

年に大きく上昇し，９２年現在，約６割に達している。一方，支援人員の比重は１９８３年から９１年の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）間， やや上昇の傾向が見えたが，９２年に低下するようになっ た（ただし，この変化が垣１常的である

かどうかは継続して観察せねばならない）。

表皿一８　研究開発人員の仕事の性格別構成 （人，％）

総　数 研究人員 技術人員 支援人員
年別

人 人 ％ 人 ％ 人 ％

１９８３ ３５ ，５２３ １８ ，５８０ ５２ ．３ １１ ，３１３ ３１ ．８ ５， ６３０ １５ ．９

８４ ４５ ，４９８ ２２ ，３５４ ４９ ．１ １４ ，１７２ ３１ ．１ ８， ９７２ １９ ．８

８５ ４５ ，１０４ ２４ ，６００ ５４ ．５ １２ ，１１０ ２６ ．８ ８， ３９４ １８ ．７

８６ ４７ ，６３３ ２７ ，７４７ ５８ ．３ １４ ，１６６ ２９ ．７ ５， ７２０ １２ ．Ｏ

８７ ６０ ，７５８ ３２ ，８６３ ５４ ．１ １７ ，３９１ ２８ ．６ １０ ，５０４ １７ ．３

８８ ６３ ，９０３ ３５ ，４３７ ５５ ．５ １６ ，６５９ ２６ ．１ １１ ，８０７ １８ ．４

８９ ６９ ，０２４ ３９ ，７４２ ５７ ．６ １８ ，１６１ ２６ ．３ １１ ，１２１ １６ ．１

９０ ７５ ，２３３ ４６ ，０７１ ６ユ ．２ １９ ，５１１ ２６ ．Ｏ ９， ６５１ １２ ．８

９１ ８２ ，４３６ ４６ ，１７３ ５６ ．Ｏ ２２ ，８４４ ２７ ．７ １３ ，４１９ １６ ．３

９２ ７７ ，７５０ ４８ ，３５６ ６２ ．２ ２２ ，１１７ ２８ ．４ ７， ２７７ ９． ４

出所 ：ｒ中華民国科学技術統計要覧」 ，１９９４年版，行政院国家科学委員会，ｐ
．８７

　研究開発人員における研究人員の数は必ずしも多いほど良いということではない。研究人員数

対技術人員と支援人員の相対指数は小さすぎれば，研究人員による研究活動以外の雑用の負担が

重くなるはずだからである。国際的に観れば，ヨーロッパ（イギリス，フランス，ドイツの場合）は

相対的に高い，その係数が約１～１ ．５の範囲で，アジア（日本，韓国，台湾の場合）はＯ ．５～Ｏ ．８の

　　　　　　　　　　　　　　４）
範囲にあると言うことが分かる 。

　続いて，台湾の研究開発人員構成の最も重要な部分である研究人員に対して，部門別，分野別 ，

学歴別に分けて，その構造を分析してみたい 。

　まず，研究人員の部門別構成の状況を観る。部門は企業，研究機構，大学 ・専門学院の三部門

に分けられる。資料の不全のため，分析は１９８９～９２年のデータに基づいて行われる 。

表皿一９　研究開発人員の執行部門別構成（％）

年　度

１９８９

１９９０

ユ９９１

１９９２

企　　業

２２ ，３１３（５６ ．１）

２６ ，４４０（５７ ．４）

２５ ，０１４（５４ ．２）

２６ ，２２８（５４ ．２）

研究機構

９， １８１（２３ ．１）

１０ ，００８（２１ ．７）

１１ ，０４６（２３ ．９）

１０ ，６９１（２２ ．１）

大学 ・専科大学

８， ２４８（２０ ．８）

９， ６２３（２０ ．９）

１０ ，１１３（２１ ．９）

１１ ，４３７（２３ ．７）

出所 ：ｒ中華民国科学技術年鑑」 ，１９８９，９０，９１年各版，行政院国家科学委員会 。

　　「中華民国科学技術統計要覧」１９９４年版，行政院国家科学委員会 。

　表皿一９の資料から分かるように，企業の研究人員が最も多くを占めているが，９１年からやや

縮小する傾向が現れている。注意すべきは，９２年と９１年の企業における研究人員の比重がほぼ変

化がなかったように見えるが，絶対数で観た場合，大幅に増加したことである。ところが，この

大幅な増加があったにもかかわらず，１９９０年の絶対数の水準まで回復していなかった。台湾の企

業部門の研究開発活動が８０年代から飛躍的に発展していたが，９０年代に入ってその発展の趨勢が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６２）
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鈍化しはじめた，という特徴が読み取れる。なお，研究機構においても企業部門と同様に研究人

員が停滞した様子が観られる 。他方，大学 ・専門学院における研究人員の状態は比重で観ても絶

対数で観ても順調に成長していると言える。研究機構は台湾の科学技術研究体制において，「川

上」（基礎研究，中央研究院を主とする）と「川中」（応用研究，工業技術研究院を主とする）の位置に

置かれて，高度化のための研究人材と研究活動の要石であ って，強化すべき部門である。一方 ，

企業部門は技術開発の最前線とも言え，最も多くの研究人員を投入すべき部門である。にもかか

わらず，この両部門の研究人員が一進一退の状況にあることは改善すべき重要な課題として残さ

れたままである 。

　表皿一１０は研究人員の分野別構成を示している。この表を観察すると ，工学分野が圧倒的に多

いこと ，人文社会分野が最も少ないことがよく判る。この構造は分野別研究開発費の支出構造と

ほぼ一致する 。

　　　　　　　　　　　　　表皿一１０研究開発人員の分野別構成（％）

年　度 工学分野 農学分野 理学分野 医学分野 人文杜会

１９８３ ６６ ．３ ！５ ．８ ９． ２ ９． １ Ｏ． Ｏ

ユ９８５ ６１ ．６ １２ ．４ １０ ．５ １１ ．８ ３． ７

ユ９８６ ６３ ．５ ユ３ ．８ ユＯ ．Ｏ ６． ９ ５． ８

ユ９８７ ６８ ．１ ユ４ ．６ ７． ６ ６． ６ ３． １

１９８８ ６６ ．１ ユ１ ．７ １０ ．ユ ６． ２ ５． ９

ユ９８９ ７０ ．７ １１ ．Ｏ ８． ３ ４． ９ ５． ユ

１９９０ ６６ ．５ １０ ．７ ７． ５ １０ ．６ ４． ８

１９９１ ６９ ．４ １０ ．Ｏ ８． ８ ７． ３ ４． ６

１９９２ ６９ ．２ ！０ ．５ ７． Ｏ ９． ８ ３． ５

　　　　　　　　出所 ：「中華民国統計年鑑」 ，民国８３年版，行政院主計処 。

　表皿一１１は研究人員の研究性格別構成の時系列データである。表からよく判るように，基礎研

究関連の人員投入がやや増加し，また応用研究関連の人員が約１０ポイントも増えた。ところが ，

技術開発関連の人員投入が約１２ポイントも減少した。技術開発に関連する研究活動は一般的に ，

企業部門で行われている場合が多いので，表皿一１１に現れた傾向は企業部門の研究人員の減少傾

向と相関している以上，企業部門の研究開発費支出の減少傾向とも相関していると考えられる ・

　　　　　　　　　　　　表皿一１１研究開発人員の研究性格別構成（％）

年　度 基礎研究 応用研究 手支術開発

１９８３ ユ１ ．Ｏ ２８ ．７ ６０ ．４

１９８５ １４ ．５ ３９ ．９ ４５ ．６

１９８６ １３ ．９ ４５ ．６ ４０ ．４

１９８７ １４ ．７ ３７ ．８ ４７ ．５

ユ９８８ １３ ．９ ４７ ．７ ３８ ．４

ユ９８９ ユ４ ．Ｏ ４０ ．８ ４５ ．２

ユ９９０ １８ ．３ ３２ ．２ ４９ ．６

１９９１ １６ ．８ ３９ ．７ ４３ ．５

ユ９９２ １３ ．３ ３８ ．１ ４８ ．６

出所 ：「中華民国統計年鑑」，民国８３年版，行政院主計処 。

　（３）研究開発人員の素質構成

　研究開発人員の学歴別の構造はその研究人員の質を観察する指標の一つで，特にその指標の変

化には大きな意味がある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６３）



　６４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

　８２年には学士学位の者が１０ ，８０６人（５８ ．８％），専科学院（小数の高校などを含む）卒の者が２ ，１０２

人（１１ ．４％），修士学位の者が３ ，７４５人（２２ ．４％），博士学位の者が１ ，７３３人（９ ．４％）と ，示されてい

るが，９１年迄にそれぞれ４ ．７％，２１ ．１％，１３ ．３％，１６．Ｏ％の年平均成長率で成長し，同年には

３５ ．４％，２５ ．５％，２４ ．９％，１４．２％という構成になっ ていた。構成的に観て，９１年には，博士，修

士の者の比重が約４割に達し，研究開発人員の質がかなり高くなっ てきた，ということは特徴と

して付け加えられる 。

　　　　　　　　　　　　　　表皿一１２研究開発人員の学歴構成　　　　　 （単位 ：人，％）

博　　士 修　　士 学　　士 専　　科
年別

人 ％ 人 ％ 人 ％ 人 ％

１９８２ ユ， ７３３ ９． ４ ３， ７４５ ２２ ．４ ユ０ ，８０６ ５８ ．８ ２， １０２ ユ１ ．４

８３ １， ９６５ ユＯ ．６ ３， ６１７ １９ ．５ ９， ３２４ ５０ ．２ ３， ６７４ １９ ．８

８４ ２， ８８７ １２ ．９ ４， ９２８ ２２ ．Ｏ ９， ９８３ ４４ ．７ ４， ５５６ ２０ ．４

８５ ２， ８８９ ユユ ．７ ５， ４６５ ２２ ．２ １１ ，２５８ ４５ ．８ ４， ９８８ ２０ ．３

８６ ３， １４６ １１ ．３ ６， ５１４ ２３ ．５ ユ２ ，４８５ ４５ ．Ｏ ５， ６０２ ２０ ．２

８７ ３， ６８ユ ユユ ．２ ７， ４６０ ２２ ．７ １５ ，１８３ ４６ ．２ ６， ５３９ ユ９ ．９

８８ ４， １６３ ユ１ ．７ ８， ２２０ ２３ ．２ １３ ，２３１ ３７ ．３ ９， ８２３ ２７ ．８

８９ ５， ３６７ １３ ．５ ８， ４８５ ２ユ ．４ １３ ，９０３ ３５ ．Ｏ １１ ，９８７ ３０ ．１

９０ ５， ９３９ １２ ．９ １０ ，０４５ ２１ ．８ １６ ，１６１ ３５ ．１ １３ ，９２６ ３０ ．２

９１ ６， ５６９ １４ ．２ ユ１ ，４７７ ２４ ．９ １６ ，３４１ ３５ ．４ １１ ，７８６ ２５ ．５

成長率 １６ ．Ｏ ユ３ ．３ ４． ７ ２ユ ．１

　注 ：１９８４年から人文杜会科学人員を含む 。

資料 ：「科学技術統計要覧」（民国８２年版），国家科学技術委員会 。

　（４）研究開発人員の一人当たり研究開発費

　更に研究開発費用と研究開発人員を結び付けて研究開発人員の一人当たり研究開発費の年問支

出を検討してみよう 。

　図皿一３から判るように，ドイッが２５９千ドル／人（９０年）で，一番高い。その次は日本の１８６

千ドル／人（９１年），フランスの１７９千ドル／人（８９年），イギリスの１５０千ドル／人（８９年），アメ

リカの１４２千ドル／人（８８年）の順で，台湾は６９千ドル／人（９１年）で，韓国の６４千ドル／人（９０

年）をわずかに上回る 。

図皿一３　年問研究人員一人当たりの研究開発費の比較

　　　　　　　　（単位 ：千ドル）

３８８
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醐
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１四 ６９
６４
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台湾（’９１）　　　米国（’８８）　　　仏国（ ’８９）　　　韓国（ ’８９）

　　　日本（’９１）　　　独国（’９０）　　　英国（
’８９）

（６４）
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　台湾の研究人員一人当たり年間研究開発費支出の推移について，近年来，増加しつつあること

は確かである。その実態は図皿一４に示されている 。

　　　　　　　　　図皿一４　台湾研究開発人員の一人当たり年間研究開発費
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　この指標については，さらに部門別，分野別，性格別に細分類して検討し，その特徴を明らか

にしたい 。

　まず，部門別について見る。図皿一５は部門別の研究人員一人当たり年問研究開発費について

である。企業部門と大学 ・専門学院のこの指標が年々やや増加してきたが，研究機構のそれは９２

年から急減少した。台湾の研究開発は政府主導の特色が強いため，研究開発活動において，研究

機構の役割が最も重要であると言える。この部門の研究者一人当たり研究費の急減は企業部門の

研究開発活動がまだ未発展である現在の台湾にとっ て， 悪影響を与えるに違いない 。

図皿一５　部門別の研究員人員一人当たり研究費

　　　　　　（百万台湾元／人）
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囮企業　團研究機構圃大専院校

　次に，それを分野別に見る。図皿一６に現わされた通り ，工学分野が８９年と９２年を除くと最も

多く ，農学がその次であるが，９１年から理学分野のは農学分野を越え，更に９２年には工学分野も

上回 って第一位となっ た。 分野別の変動については理学と人文社会学分野の増加が大きいことが

把握できる 。

　また，性格別のそれは，図皿一７によっ て判るように，技術開発性格の研究費が最も多いが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５　〕



６６ 　　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

図皿一６　研究分野の研究員人員一人当たり研究費

　　　　　　　（百万台湾元／人）
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図皿一７　研究性格の研究員人員一人当たり研究費
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囮基礎研究團応用研究團技術開発

基礎研究と応用研究性格のそれとの差は徐々に少なくなり ，基礎研究と応用研究の問の差も大き

く縮小した。それぞれの変動の趨勢を見れば，応用技術の成長が特に大きいと言える 。

　皿一２　産業別の研究開発動向

　企業は生産活動の主体として，その研究開発活動によっ て産業技術の進歩に最も重要なインパ

クトを与える。この節において，台湾企業の研究開発活動実態を産業別に検討しておきたい。業

種別分類は台湾の統計資料に従がえは，食品，飲料及ぴ煙草，紡績，成衣及ぴ服飾，皮革及ぴそ

の製品，木材製品，紙パルプ及ぴ印刷出版，化学材料，化学製品，石油石炭，コム，プラスチ ソ

ク， 非金属鉱物，基本金属，金属製品，機械設備，電子電器，運輸機械，精密機器，雑工業など

の２０種類となっ ている。ここでは産業別研究開発費と産業別研究人員の状況および，産業別年問

研究員一人当たり研究開発費水準，産業別企業研究開発費集約度，研究開発活動を行う社数と研

究開発活動の規模などを検討する 。

（６６）
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　（１）企業研究開発費の業種別状況

　図皿一８～図皿一１５は企業研究開発費の業種別構成を年度別に現し，図皿一１６は企業研究開発

費の業種別成長を示している 。

　１９８２年から９０年までの統計によると ，電子電器及び通信機器製造業のＲ＆Ｄ投入が最も高か

った。その投入総額は８２年の全製造業Ｒ＆Ｄ投入全額の３分の１弱であるが，９０年のそれはほ

ぼ半分を占めるようにな っている。そして，第２位との差が遥かに大きくなっ ている。この実態

は世界各国の産業界の動向と一致していると言える。ただし，電子電機及び通信機器は新技術が

日新月歩する，まだ成長上の産業だと言えるが，台湾のこの産業の発展は先進国の多国籍企業の

進出に伴うもので，技術的には対外依存が非常に大きい。この現状を是正するために，この産業

技術の自立的な発展は台湾の「国策」であり ，当面の急務でもある。現在，当該産業の市場競争

が最も激しいにもかかわらず，市場参加がかなり活溌である。当該産業はまだ成長途上なので ，

繁栄の盛況はまだまだ続く 。ところで，激しい競争の環境のもとで内外市場で位置を占め，更に

図皿一８　企業研究開発費の業種別構成（％）

　　　　　　　（１９８２年度）
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図皿一９　企業研究開発費の業種別構成（％）

　　　　　　　（１９８３年度）
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図皿一１０　企業研究開発費の業種別構成（％）

　　　　　　（１９８４年度）

　　　　　　　　　　　　　　２９
．７

釦

あ

囲

１５

肥

５

８． ５

　　　　　　　　　　　　　　　　６・１５５
・９… 　　 。．。… 　。 ．。・ 一・。 ．。。

．。４ ・０

０．３１
・１８
．３８ ．・ 　　 ０．

０１ ・１

　　　　　
１・ ３

８

　飲紡成皮木紙化化石ゴプ非基壼 ’電運精雑
品料績衣革材パ学学油ムラ金本属械子輸密工
業・ 業・ 加加ル材製石製ス属金製設電機機業
　煙服工エプ料品炭品チ鉱属品備機械器
　草飾業業業業業業業 ツ物業業
　業　業　　　　　　　ク製
　　　　　　　　　　　業品

　図１皿一１１企業研究開発費め業種別構成（％）

　　　　　　　（１９８５年度）
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図皿一１２企業研究開発費の業種別構成（％）

　　　　　　（１９８６年度）
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図皿一１３　企業研究開発費の業種別構成（％）

　　　　　　（！９８７年度）
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図皿一１４企業研究開発費の業種別構成 （％）

　　　　　　（１９８９年度）
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図皿１－１５　企業研究開発費の業種別構成 （％〕

　　　　　　（ユ９９０年度）
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７０ 　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

図皿一１６業種別企業研究開発費の投入及びその変動

　　　　　　　（百万台湾元，％）

１９８２年 １９９０年 成長率　　０　　　０　　　　 １０　　　 １５　　　２０　　　２５　　　３０

その市場占有率を維持 ・拡大するには，技術面での優位が決定的な意味を有している。だからこ

そ第一位となっ ているこの産業のＲ＆Ｄ投入はこの現実を反映して，９０年のＲ＆Ｄ投入は８２

年のそれより約５．４倍も増大したのである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
　Ｒ＆Ｄ投入が次に大きいのは化学材料と化学製品の製造業である８２年では全体の１３４％で ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
９０年に１２８％とやや下けたが，第２位の位置は変わらなかった。化学材料と化学製品製造業は３０

年間の発展を経過して，現在台湾の新しい支柱産業の一つとして成長した。石油危機以来，それ

は産業高度化のための技術水準向上，環境汚染に対する規制の更新，当該業界の海外移転，化学

材料と化学製品技術の自立＝対外依存状況の改善などの課題に直面した。当該産業での比較的高

いＲ＆Ｄ投入はそれらの要請に応えたものと考えられる 。

　他に比較的高い比率を占めている業種にはプラスチ ック ，運輸機械，紡績，食晶などがある 。

これらの業種の順位は年度によっ て変わるが，伝統産業である食品及び紡績，現在の主力産業で

あるプラスチ ック ，産業政策の重点として育成途中の運輸機械が含まれている。そのうち，伝統

産業である食品，紡績業のＲ＆Ｄ投入は，殆どこれらの産業技術水準の高度化によっ て， 市場

の優位を保持し続けるためのものである。ところが，９０年代に入 ってから，新しい主力産業（特

に電子電器及び通信機器）の発展につれて，これらの伝統産業でのＲ＆Ｄ投入の重要度（比率）は

更に減少している 。

　また，企業Ｒ＆Ｄ投入の業種別成長率を観察すれば，皮革加工と石油 ・石炭製品の成長は最

も著しいことが判る（図皿一１６を参照）。 ただし，これは，それらの基数がもともと最も低か った

ことに起因するもので，特に何かを示唆しているわけではないと考えられる。そのため，上記の

二つの業種と ，また特定しにくい雑工業とを除いて，化学材料，精密機器，電子電器，基本金属

などの業種の成長が比較的大きいと言える。そのうち，特に電子電器の成長に注目すべきである ，

というのはこの業種の基数はもともとかなり大きかったからである 。

　（２）企業の研究開発人員の業種別状況

　図皿一１７～図皿一２２は１９８３年から９０年の企業研究開発人員の業種別構成状況を示している。そ

れを見ると ，電子電器の研究開発人員が３割から４割の比率を占めている。この状況は研究企業

研究開発費の業種別構成状況と一致し，台湾の産業構造調整のマクロ 的政策を反映し，また，電

子電器の台湾産業構造における重要度をも示唆していると言える。もちろんこの事膚は電子電機

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７０）
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図皿１－１７企業研究開発人員の業種別構成（％）

　　　　　　（１９８３年度）
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図皿一１８　企業研究開発人員の業種別構成（％）

　　　　　　（１９８４年度）
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図皿一１９　企業研究開発人員の業種別構成（％）

　　　　　　（１９８５年度）
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図皿一２０　企業研究開発人員の業種別構成（％）

　　　　　　（１９８６年度）
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図皿一２１企業研究開発人員の業種別構成（％）

　　　　　　（１９８７年度）
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図皿一２２企業研究開発人員の業種別構成（％）

　　　　　　（ユ９９０年度）
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　　　　　　　　　　　　　戦後台湾丁業化過程における研究開発（宋）　　　　　　　　　　　　　７３

産業の発展が企業の研究開発活動に大きく依存しているという特徴を表している 。

　電子電器の外，他の業種のその構成は全て一割未満の水準にある。そのうち比較的大きいもの

は年度によっ て変わり ，化学材料，化学製品，紡績，運輸機械，食品加工，機械設備，プラスチ

ックが別々の年度に５％を越える水準に達したことがあ った。全体的に見て，これらはいずれも

台湾での重要な業種である。紡績，食品加工，プラスチ ックはかつて台湾の経済成長に大きく責

献したが，現在，それらの業種の発展を維持するために，ハイテク技術を利用し，新製品，高生

産率，低コスト ，高品質を狙った企業の研究開発活動が不可欠であり ワ要請されている。また ，

外国の技術に大きく依存していた電子電器，運輸機械，化学材料及ひ化学製品なとの産業は ，８０

年代から産業政策の重点と指定され，その後，これら産業における企業の研究開発活動も重要視

され，著しい成長を遂げた 。

　　　　　　　　　　　図皿一２３　業種別企業研究開発人員数及びその変動

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（人，％）

１９８３年 １９９０年 成長率　　０　　　 １　　　 ２　　　 ３　　　 ４　　　 ５　　　 ６　　　 ７
食口口 業 ２２３ ２２８１ １

飲料 ・煙草業 １１ ４“ “．０ ．９

紡績　業 “５ ２０２一 ０４３ ．３

成衣 ・服飾業 ４２ ８５３ ２０３１ ．Ｏ

皮革加工業 ２３ ”８ ３“２ ．８

木材加工業 ３０ ４” １３２５ ．Ｏ

紙パルプ業 １０２ ｌｍＯ ｌ１５８ ．・

化学材料業 “１ ３２０３

化学製品業

５６２ ．１

５１５ ２”１ ５４０ ．Ｏ

石油石炭業 １ｏ ７５５ ”５０ ．Ｏ

ゴム製品業 １４１ ・ｏ一

プラスチ ソク業
”０ ．Ｏ

非金属鉱物製品

１８０ ２３２８ １２５１ ．Ｏ

基本金属業

２２４ １２１８ ５４３ ．８

金属製品業
一４ １９１２ ２６８３ ．８

機械設備
２３１ ２５２・ １０９４ ．８

電千電機
３００

運輸機械
３１８７

３”４　１２００ ．７

０５ｎ！８３４ ．５

精密機器
３８３ ５０３３ １６５１ ．８

雑工業
１１０ １０５９ ．１２ ．・

　なお，業種別研究開発人員の成長趨勢については，図皿一２３に示されているように，石油石炭 ，

飲料 ・煉草，皮革製品と基本金属が高か った。その原因は，主にそれらの業種の研究開発人員が

もともとかなり少なかったことにある。上言己の諸業種を特別ケースとして除外すれば，諸業種の

中で運輸機械の成長を特に指摘すべきと思われる。運輸機械業種への研究開発人員の投入急増は

この時期の台湾政府がこの産業を育成しようとした戦略方針と一致している 。

　（３）業種別企業研究開発人員一人当たりの年間研究開発費

　図皿一２４～図皿一２９は年度別に企業研究開発人員一人当たりの年間研究開発費の業種別構成を

表している 。それらによっ て， 特に次の２点を指摘すべきである。一つは電子電器の該指標は低

いグルー プに属するということである。もう一つは，多数の業種の企業研究開発人員一人当たり

の年問研究開発費が８７年まで増加していたが，９０年のそれは全面的に急減していたということで

ある。図皿一３０は業種別企業研究開発人員一人当たりの研究開発費の変動状況を表している 。図

に示されている通りに，１９９０年の企業研究開発人員一人当たりの研究開発費を８３年のそれと比較

すると ，各業種共にマイナス成長であ った。そのうち，成衣 ・服飾，紡績，機械設備はそれぞれ ，

８９％，８１％，８１％のマイナス成長で，その減少速度は最も速い。それに対して，雑工業，紙 ・パ

ルプ印刷出版，電子電器はそれぞれ，３３％，３７％，４１％のマイナス成長で，その減少速度はやや

緩やかである。この意味を明確するために，石油石炭を例に取ると次のようになる 。１９９０年の研

究開発人員の一人当たり研究開発費は８３年のそれと比較して８０％のマイナス成長であ ったから ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３　
、



７４ 立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

図皿一２４業種別企業研究開発人員の一人当たり

　　　　年問研究開発費（８３年度）
２．０

百
万
台

湾
兀

２

１． ８

１． ６

１． ４

１． ２

－

０．８

０． ６

０． ４

日． ２

０

１．８

１． ６
１． ７

一５ １． ５

１３

．１

１． １

ｏ．９ ０９ ｏ． ９
ｏ． ９

０．
７０ ・８ ８８ ０．８

０．６ ０．６
０．５

食飲紡成皮木紙化化石ゴプ非基金機電運精雑
品料績衣革材パ学学油ムラ金本属械子輸密工
業・ 業・ 加加ル材製石製ス属金製設電機機業業　業　加加ル材製石製ス属金製設電機機業
　煙　服工エプ料晶炭品チ鉱属晶備機械器
　草　飾業業業業業業業 ツ物業業
　業　業　　　　　　ク製
　　　　　　　　　業品

図皿一２５　業種別企業研究開発人員の一人当たり

　　　　年問研究開発費（８４年度）
２． ５

２３

百
万
台

湾
兀

２

１． ５

１　 ．８

ｏ． ９

１． ８

　１
．７

１２

１． ４
１．２

。．
。。。・・１ ・０・・

１１１１１１

１５

０６　　０ ．６

０． ５

ｏ． ｏ

ｎ

食飲紡成皮木紙化化石ゴプ非基金機電運精雑
晶料績衣革材パ学学油ムラ金本属械子命密工
業　業　加加ル材製石製ス属金製設電機機業
　煙　服工エプ料品炭品チ鉱属品備機戒器
　草　飾業業業業業業業 ツ物業業
　業　業　　　　　　ク製
　　　　　　　　　業品

図皿一２６　業種別企業研究開発人員の一人当たり

　　　　年問研究開発費（８５年度）

百
万
台

湾
兀

２， ２

２

１． ８

１． ６

１． ４

１， ２

１

０． ８

０．６

０． ４

日． ２

０

．９

８．３

１３

１・ ６１
．５

Ｏ．５

　１
．１

１． ０

０９

ｏ． ４

２０

　１
．９

－８　　　　　　１
．８

　　１
．７

１． ４１ ．４

　０
．８

０． ７

１．

食飲紡成皮木紙化化石ゴプ非基金機電運精雑
品料績衣革材パ学学油ムラ金本属械子輸密工
業・ 業・ 加加ル材製石製ス属金製設電機機業
　煙服工エプ料品炭品チ鉱属品備機械器
　草飾業業業業業業業 ツ物業業
　業　業　　　　　　ク製
　　　　　　　　　業品

（７４）



戦後台湾工業化過程における研究開発（宋） ７５

図皿一２７業種別企業研究開発人員の一人当たり

　　　　年間研究開発費（８６年度）
３． ５

３． ８

３

百

互
暑
元

２． ５

２

１． ５

１．６　　　　　　　　　－６
　　　１ ・４　１ ．４
　　　　　　　　１

．３

　　１１
　　　　１８
　　０８１

０．
８８９ 　０ ．８

２８
、、２０

８７

６． ９１
・ｏ

２． ３

１． ８

０． ５

ｏ

食飲紡成皮木紙化化石ゴプ非基金機電運精雑
品料績衣革材パ学学油ムラ金本属械子輸密工
業・ 業・ 加加ル材製石製ス属金製設電機機業
　煙服工エプ料品炭品チ鉱属品備機械器
　草飾業業業業業業業 ツ物業業
　業　業　　　　　　　ク製
　　　　　　　　　　　業品

図皿一２８　業種別企業研究開発人員の一人当たり

　　　　年間研究開発費（８７年度）

百
万
台

湾
兀

３

２． ５

２

１． ５

１

臼． ５

２． ７
２． ７

１． ９
２０

　　　 １９
一・ ８１

．７

１． ８

１５
１・ ５１

．５

１．２
１． ３

１０１１
１１

１０

臼８

８． ５

８． ３

食飲紡成皮木紙化化石ゴプ非基金機電運精雑
品料績衣革材パ学学油ムラ金本属械子輸密工
業・ 業・ 加加ル材製石製ス属金製設電機機業
煙服工エプ料品炭品チ鉱属品備機械器
草飾業業業業業業業 ツ物葉拳早飾業業業業業業業 ノ物業業
業　業 ク製

業品

図皿一２９　業種別企業研究開発人員の一人当たり

　　　　年問研究開発費 （９０年度）

　　　　　　　８
．８

百
万
台

湾
兀

０． ８

０． ７

８． ６

０． ５

０． ４

日． ３

８． ２

０． １

ａ

日．５　　０
．５

０．５

　　　　　　　　　　　　　　　　　ｏ．如
．４

．３　　　　　　　６．３　８・他 ．３
　８ ．３ 　　

８・

３　　　 ０． ３
０２ 　０２８２ 　　　　　 ０． ２０ ．２

　　８２
　　　　　　　　０２

食飲紡成皮木紙化化石ゴプ非基金機電運精雑
品料績衣革材パ学学油ムラ金本属械子輸密工
業・ 業・ 加加ル材製石製ス属金製設電機機業
　煉　服工エプ料品炭品チ鉱属品備機械器
　草飾業業業業業業業 ツ物業業
　業　業　　　　　　　ク製
　　　　　　　　　　　業品

（７５）



７６ 　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

図皿一３０業種別企業研究開発人員一人当たりの研究開発費とその変動（百万台湾元，％）

１９８３年 １９９０年 成長率 一　 一０９－０８イ７→６→５イ４→３｛２イ１　０　０ １
食口口 業
飲料 ・煙草業

ｏ：８ ０１２
一５８

１． ５ 　．
３

ｉ

紡績業
一８１ Ｉ

成衣 ・服飾業
１． ８

Ｏ．
２ 一８９

皮革加Ｉ１業
０． ７ Ｏ． ２ 一岬

木材加１１業
０． ８ ０． ２ 一”

紙パルプ業
Ｏ．
５

０．
３ 一３７

化学材料業
１．

０
０．

８ 一５０

化学製品業
０． Ｏ Ｏ． ３ 一０３

石油石炭業
０．
８ Ｏ． ２ 一８０

ゴム製品業
１．

３
０．

４ 一７３

プラスチック業
１．

５ ０． ３ 一１８

非金属鉱物製品
０．
８ ０．

３ 一６４

基本金属業
１．

７ ０．
５ 一０９

金属製品業
０．
９ ０．

２ 一７６

機械設備
１．

１ ０． ２ 一８１

電ゴ電機
０．

９ ｏ．

５ 一４１

運輸機械
２．

０ ０．
６ 一”

精密機器
０． ９ ０． ４ 一５８

Ｌ

９０年の研究開発人員の一人当たり研究開発費は８３年の２０％に相当するものであり ，研究条件は悪

化したという結論に至る 。

　台湾の統計上の定義に従がえは，研究開発費は研究開発経常支出と研究開発資本支出の二種類

の支出によっ て構成される。研究開発の経常支出は，研究開発に関わる人件費（給与，手当なと） ，

業務費（研究開発計画の実行に関わる事務的費用），維持費（研究開発用建物，交通工具，機械器機設備な

どの修繕養護費用），材料費（研究開発用材料，部晶，消耗器材，薬品実験用動物植物などの購入費用） ，

その他の費用（旅費，委託費など）によっ て構成され，残りの研究開発資本支出は当年度に研究開

発用固定資産を購入する経費（当年度の原価消却費を含まない）で，それは具体的には¢土地及び

建物を購入 ・建設する費用，　機械設備，交通運輸設備，通信設備及びその他の工具などへの支
　　　　７）
出を指す。上記の研究開発費の内訳から検討すれば，研究開発人員の一人当たり研究開発費の低

減については人件費の低減は非現実的である（事実，この人件費は上昇していく傾向である）から ，

他の研究開発に関わる一人当たり支出の低減によっ て研究条件全体が悪化していっ たという事情

がよく判るだろう 。

　研究開発人員の一人当たり研究開発費が悪化した原因について分析すると ，研究開発費の成長

速度は研究開発人員の成長速度を下回ること ，特に８０年代末以後は企業の研究開発費の成長が鈍

化する反面，研究開発人員の成長は比較的順調であ ったということによっ て， ギャッ プが拡大し

たということが基本的な要因として考えられる。上の図皿一１６と図皿一２３はそれぞれ企業研究開

発費と企業研究開発人員の産業別成長変動の様子を表しているが，両図において，企業研究開発

費と企業研究開発人員の成長のギャッ プが業種別に明確に示されている 。

　（４）企業研究開発の業種別集約度

　企業研究開発集約度は一定額の売上に対する研究開発支出額という指標で説明できるし，研究

開発費支出は売上の何パーセントであるという指標でも表すことができる。ここでは１ ，ＯＯＯ台湾

元の売上に対していくらの研究開発費が支出されているかという指標によっ て説明する。図皿一

３１～図皿一３６は１９８２年から８７年までの各年度の企業研究開発の業種別集約度をそれぞれ表してい

る。

（７６）



戦後台湾工業化過程における研究開発（宋） ７７

図皿一３１ 業種別企業研究開発集約度（１９８２年度）

千元売上額のＲ＆Ｄ支出

０２４６８１０１２１４１６１８２０２２
食品　業
飲料 ・煙草業
紡　績　業
成衣 ・服飾業
皮革加工業
木材加エニ業

紙パルプ業
化学材料業
化学製品業
石油石炭業
ゴム製品業

プラスチック業
非金属鉱物製品
基本金属業
金属製品業
機械設備
電子電機
運輸機械
精密機器
雑工業

２２

図皿一３２ 業種別企業研究開発集約度（１９８３年度）

千元売上額のＲ＆Ｄ支出

ｏ

２４６８１０１２１４１６　食
飲料
　紡
成衣

品　業
煙草業
績　業
服飾業

　　皮革加１１業

　　木材加工業
　　紙パルプ業
　　化学材料業
　　化学製品業
　　石油石炭業
　　ゴム製品業
プラスチック業
非金属鉱物製品
　　基本金属業
　　金属製品業
　　機械設備
　　電子電機
　　運輸機械
　　精密機器
　　雑　工　業

図皿一３３ 業種別企業研究開発集約度（１９８４年度）

千元売上額のＲ＆Ｄ支出

ｏ ５　　　　　　１日 １５　　　　　閉　　　　　２５
　食
飲料
　紡
成衣

品　業
煙草業
績　業
服飾業

　　皮革加］二 ■業

　　木材加工業
　　紙パルプ業
　　化学材料業
　　化学製品業
　　石油石炭業
　　ゴム製品業
プラスチック業
非金属鉱物製品
　　基本金属業
　　金属製品業
　　機械設備
　　電子電機
　　運輸機械
　　精密機器
　　雑　Ｊ１業

（７７）



７８ 立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

図皿一３４ 業種別企業研究開発集約度（１９８５年度）

千元売上額のＲ＆Ｄ支出

日　　　　２　　　　４　　　　６　　　　８　　　１０　　　１２　　　１４　　　１６　　　１８　　　２８

食　品　業
飲料 ・煙草業

紡績　業
成衣 ・服飾業
皮革加工業
木材加工業
紙パルブ業
化学材料業
化学製品業
石油石炭業
ゴム製品業

ブラスチック業
非金属鉱物製晶
基本金属業
金属製品業

機械設備
電子電機
運輸機械
精密機器
雑　工　業雑　　　業

２０

図皿一３５ 業種別企業研究開発集約度（１９８６年度）

千元売上額のＲ＆Ｄ支出

日１２３４５６７８９１０食　品　業
飲料 ・煙草業

紡績業成衣 ・服飾業
皮革加工業
木材加工業
紙パルプ業
化学材料業
化学製品業
石油石炭業
ゴム製品業

プラスチック業
非金属鉱物製晶
基本金属業
金属製品業

機械設備
電子電機
運輸機械
精密機器
雑工業

ｍ

図皿　３６業種別企業研究開発集約度（１９８７年度）

千元売上額のＲ＆Ｄ支出

ｏ ２４６８１０１２１４１６１８２０
　食　品　業
飲料煙草業
　紡　績　業
成衣　服飾業
　皮革加工業
　木材加工業
　紙パルプ業
　化学材料業
　化学製晶業
　石油石炭業
　ゴム製品業
プラスチ ック業
非金属鉱物製品
基本金属業
金属製品業

機械設備
電子電機
運輸機械
精密機器
雑　工　業

（７８）
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　表皿一１３は上の資料に基づいて，年別の企業研究開発集約度の高い順に，業種を配列したもの

である。表から判るように企業研究開発集約度上位８位までの茉種は，特定内容を把握し難い雑

工業と８３年に一度だけ第７位となっ た成衣　服飾業を除いて，ほとんと資本集約型産業と技術集

約産業によっ て占められている 。

表皿一１３　業種別Ｒ＆Ｄ集約度の年別順位（１０００×Ｒ＆Ｄ／ 。。１。。）

順位 １９８３年 １９８５年 １９８７年 １９９２年

１ 精密機器（１４ ．７８） 機械設備（１８ ．１０） 精密機器（１９ ．５５） 雑　工　業（５８ ．３０）

２ ゴム製品（７
．８７）

電子電器（１０ ．２ユ） 機械設備（ユ４ ．５８） 電子電器（２０ １４７）

３ 化学製品（７
．５３）

運輸機械（９
．２９）

運輸機械（１０ ．９５） プラスチ ック（１５ ．６６）

４ 機械設備（７
．４５）

化学製品（８
．４３） 化学製品（ユＯ ．３２） 精密機械（ユ２ ．４７）

５ 電子電器（７
．１７）

ゴム製品（８
．０５）

非　金　属（９ ．３９） 化学製品（１２ ．３９）

６ 雑　工　業（６ ．７８） 非　金　属（８ ．ＯＯ） 電子電電（９
．３６） 石油石炭（ユ１ ．２６）

７ 成衣服飾（６
．１７） プラスチ ック（７ ．８５） ゴム製品（８

．５９） 化学材料（１０ ．７７）

８ 化学材料（５
．２０） 雑　工　業（６ ．４１） プラスチ ック（６ ．４４） 運輸機械（９

．３０）

出所 ：「全国科学技術動態調査」（ユ９８２～８７年版），「科学技術統計要覧」（１９９４年版）， 台湾，行政院国家科学技

　　術委員会により作成

　なお，台湾の６０～７０年代における王力産業である伝統産業の食品，紡績等業種のＲ＆Ｄ集約

度を観察すれば，１１位～１６位の問で，中位グループの後半に位置していることが判る（表ｍ－１４

を参照）。

表皿一１４伝統産業のＲ＆Ｄ集約度及びその順位（１０００×Ｒ＆Ｄ／ ｓａｌｅｓ）

業　種

食　品　業

紡　績　業

１９８３年

２． ６５（１４）

３． ０７（１１）

１９８５年

ユ． ５４（１６）

１． ９５（ユ４）

１９８７年

４． ０５（ユ２）

３． ユ５（ユ６）

１９９２年

３． ８１（１２）

４． ＯＯ（１１）

　　　注 ：（　）内は順位 。

　　出所 ：「全国科学技術動態調査」（１９８２～８７年版），「科学技術統計要覧」（１９９４年版），台湾，行政院国家科学技
　　　　　術委員会により作成

　実に，上記の動向は世界の他の国々とも共通すると言える。この傾向については，著しい技術

進歩の影響を受けて資本 ・技術集約型産業の製品の生命サイクルがますます短縮化していくこと

を起因とする一方，戦略性産業の育成という政策の影響を受けて台湾の産業構造が変化しつつあ

ることを反映している 。

　（５）研究開発社数

　台湾経済部が１９９０年１２月に行った工業統計調査報告によれば，９０年に登録され，且つ運営され

ている工業企業数は７６ ，９４３杜で，８９年より１１７社，Ｏ ．１５％増加した。表皿一１５はその工業統計調

査の結果の一つである業種別の研究開発活動に従事している企業に関する資料である 。

　この統計調査資料によると ，９０年に研究開発活動に従事している社数は６ ，２８１社で，同年度の

工業企業運営社数の８．２％を占めている。この数字は前年度の研究開発活動に従事する杜数の
５， ２５１社より１９．６％増加し，前年度工業企業運営社数における比重の６ ．８％より１ ．４ポイント増大

した。業種別に見ると ，９０年において，電子電器で研究開発活動を展開している社数が他業種と

比較して最も多いが，同業種の運営企業における研究開発活動を展開している企業の比重は，化

学製品で最も大きく ，２０．９％を占め，電子電器は２０ ．５％で，それと並ぶ。つまり化学製品と電

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９）
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表皿一１５業種別の研究開発活動のある企業社数

１９９０年 １９８９年

研究開発 分布率 全運営企業 研究開発 分布率 全運営企業

社　数 ％ における％ 杜　数 ％ における％

合　　　　計
６， ２８１ １００ ．Ｏ ８． ２ ５， ２５１ ユＯＯ ．Ｏ ６． ８

電子電器
ユ， ５４８ ２４ ．７ ２０ ．５ ユ， ２７９ ２４ ．４ １７ ．２

金属　製品
５６６ ９． Ｏ ４． ９ ４２２ ８． Ｏ ３． ７

機械設備
５３４ ８． ５ ５． ６ ４３５ ８． ３ ４． ６

プラスチ ック
４３６ ６． ９ ５． ２ ４０４ ７． ７ ４． ８

化学製品
４２８ ６． ８ ２０ ．９ ３７４ ７． １ １８ ．３

雑　　工　　業 ３００ ４． ８ ６． ７ ２９９ ５． ７ ６． ４

紡　績　業
３２０ ５． １ ６． ８ ２６９ ５． １ ５． ６

そ　　の　　他
２， １４９ ３４ ．２ ７． ５ ユ， ７６９ ３３ ．７ ６． ２

出所 ：ｒ工業統計調査報告」 ，１９９０年１２月 ，経済部工業調査連繋小組，ｐ．４５により 。

子電器においてはほぼ５杜に１社が研究開発活動を行っている。ほかの業種の場合，例えば，機

械設備は約１８社に１社，金属製品は約２０社に１社が研究開発活動を行っているという状態で，化

学製品と電子電器の研究開発活動状況と比べて，ギャッ プはかなり大きいと言える 。９０年のこの

傾向は前年度の８９年と比べてほぼ同じであると言えるが，研究開発活動の社数とそれぞれの業種

における比重は各業種とも増大しており ，更に飛躍したということも言える 。

　続いて，企業規模と研究開発企業数の関係を検討してみたい。この検討は登録資本規模，従業

員規模，売上規模に分けて進めたい。表皿一１６は上記の三つの規模別の企業研究開発活動のある

企業社数の状況を示している 。

　まず，登録資本金規模について観察しよう 。研究開発活動に従事する企業の中では，登記資本

額が４ ，ＯＯＯ万台湾元未満の企業が最も多く ，全体の７割を占めている。ところが，台湾の工業企

業を登録資本額によっ て， ４， ＯＯＯ万台湾元未満と４，ＯＯＯ万台湾元以上のニグループにわけて観察す

ると ，登録資本額が４，ＯＯＯ万台湾元以上であるグループにおける研究開発活動を行う企業の比重

は４割近くあり ，４，ＯＯＯ万台湾元未満のグループのそれより６倍程大きいことが判る 。９０年のこ

の指標は８９年の同じ指標と比べると ，４，ＯＯＯ万台湾元未満のグループの研究開発活動を行う企業

の比重が増える傾向も現れている 。

　次に，従業員規模について観察しよう 。表皿一１６に示されているように，従業員規模を２０人未

満， ２０～２９９人，３００人以上の三つのグループに分けてみると ，研究開発活動を行う企業の中では ，

２０～２９９人のグループが全体の６３ ．８％を占め，最も多い。その次は２０人未満のグループの企業で ，

全体の２７ ．２％を占めている。３００人以上のグループは９％しか占めていない。ところが，研究開

発活動を行う企業の工業企業運営企業における比重を従業員規模による上述の三つのグループに

分けて観察すると ，３００人以上のグループにおける研究開発企業の比重は６８．１％を占めて，最も

多く ，その次は２０～２９９人グループの比重で，１８ ．１％，２０人未満のグルー プにおける研究開発活

動を行う企業の比重は最も少なく ，３．２％にすぎない。推移を観察すると ，９０年では，２０人未満

と２０～２９９人の二つのグルー プにおいて研究開発を行う企業数及びその比重が増大する傾向が現

れ， そのうち特に２０～２９９人ぐループのその傾向が大きいと言える 。

　上述の企業規模の検討結果から，台湾の研究開発を行う企業は大企業を中心としていると言え
　　　　　　　　　　　８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 、

る。 その半面，中小企業における研究開発活動が今後の大きな課題となると言疋る 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８０）



　　戦後台湾工業化過程における研究開発（宋）

表皿一１６規模別の研究開発活動のある企業社数

８１

合　　計

ユ９９０年

研究開発
杜　　数

６， ２８１

分布率
　％

ユＯＯ ．Ｏ

全運営企業
における％

８． ２

１９８９年

研究開発
社　　数

５， ２５１

分布率
　％

１００ ．Ｏ

全運営企業
における％

６． ８

登録資本規模

４，ＯＯＯ万元未満
４，ＯＯＯ万元以上

４． ４５７

！， ８２４

７ユ ．０

２９ ．Ｏ

６， ２

３８ ．９

３． ７０３

１， ５４８

７０ ，５

２９ ．５

５， １

３９ ．３

従業員規模

２０　人　未

２０　～　２９９

３００　人　以

満

人

上

１． ７１０

４， Ｏ０５

　５６６

２７ ，２

６３ ．８

９． Ｏ

３， ２

１８ ．ユ

６８ ．１

ユ、 ４１ユ

３． ２５８

　５８２

２６ ，９

６２ ．０

１ユ ．ユ

２， ６

１４ ，９

６５ ．５

売上規模

１，ＯＯＯ万元未満
ユ，

ＯＯＯ万元 ～
５，ＯＯＯ万元 ～
ユＯ，ＯＯＯ万元～
ユＯＯ ，ＯＯＯ万元～

５００ ，ＯＯＯ　　　　　　　～

　９４３

１， ９８ユ

　９６２

１． ９５３

　３８９

　５３

１５ ，０

３１ ，５

１５ ，３

３１ ．ユ

６． ２

０． ９

２． ２

８， ８

１９ ，８

３４ ，３

７３ ，４

８５ ．５

　８４７

！， ５ユ１

　７ユ２

１． ７７５

　３５３

　５３

ユ６ ，１

２８ ，８

１３ ，６

３３ ．８

６． ７

１． Ｏ

ユ． ９

６． ９

ユ４ ，８

３２ ，６

７０ ，６

８６ ．９

出所 ：ｒ工業統計調査報告」 ，ユ９９０年１２月 ，経済部工業調査連繋小組，ｐ．４５により 。

　更に，売上規模について観察すると ，表皿一１６に示されているように，売上規模の大きい企業

であればあるほど，研究開発活動が活発であることが判る。研究開発活動と売上との相関関係が

緊密に存在していることは台湾においても一般的になっ ている 。

　（６）研究開発を行う企業の研究開発活動規模

　ここで，研究開発人員と研究開発費の定義を更に考える必要があると思われる。台湾の統計上

の定義によると ，研究開発人員とは研究開発の仕事に従事する研究人員，研究人員の監督の下で

研究開発の仕事と関連のある技術的な仕事に従事する技術員，及び人事，会計，秘書，事務人員 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｇ
　ｒ

保守人員，機電人員等の研究開発部門における事務及び雑務工作者等を含んでいる。この定義に

表皿一１７ 研究開発のある企業の研究開発人員と経費の分布

合　　計

１９９０年

社　　数

６， ２８ユ

分布率％

ユＯＯ ．Ｏ

１９８９年

杜　　数

５， ２５１

分布率％

１００ ．Ｏ

研究開発人員の分布状況

３　人　未
３　　～　　９

１０　人　以

満

人

上

ユ， ５３０

３． ０８４

１， ６６７

２４ ，４

４９ ．ユ

２６ ．５

１． ２９７

２． ５４８

１， ４０６

２４ ，７

４８ ，５

２６ ．８

研究開発経費の分布状況

ユＯＯ万元未満
１００～５００万元

５００万元以上

２． ９９６

２． ４３５

　８５０

４７ ，７

３８ ．８

ユ３ ．５

２． ５８２

１． ８４７

　８２２

４９ ，２

３５ ．２

ユ５ ．６

出所 ：「工業統計調査報告」 ，１９９０年１２月 ，経済部工業調査連繋小組，ｐ．４６により 。

（８１）
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すでに検討した研究開発費の内容を加えて考えてみると ，台湾企業における研究開発活動は規模

がまだ小さく ，基盤がまだ弱い，と言えるであろう 。

　皿一３　研究開発の成果について

　以上の検討は研究開発の投入面に関するもので，研究開発の産出面に関しては，特許の申請 ・

許可件数及びその項目別構造，発表された研究論文数，技術輸出件数の変化及び技術貿易構造の

変化などの側面から検討するのが，一般的である。この節においては，これらの諸側面から台湾

の研究開発の成果について検討してみたい 。

　（１）特許申請 ・許可数とその項目別構造について

　３　特許の申請と許可について

　特許の申請 ・許可数とその構造の変化は研究開発の結果を反映する最も重要な指標の一つであ

る。 特許申請の場合，本国人以外に外国人も申請することができる。だから，その特許申請 ・許

可の状況を検討する場合，主体別で見るわけである。研究開発の結果については，言うまでもな

く本国人の申請状況の変化が最も関連があると言える 。

　台湾における特許申請状況については数で見ると年々順調に成長していると言える。そして ，

申請の構成を本国人と外国人という主体によっ て分ければ，本国人の比重が基本的には６割程度

を占めている 。

　　　　　　　　　　　　図皿一３７　台湾における特許申請の主体別状況

　　　　　　　単位 ・千

　　　　　　　　初
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四本国人申講数　團外国人申請数

　図皿一３７は台湾の特許申請についての主体別状況を表している 。本国人の申請件数は８０年から

順調に成長し，１９８７～８９年の３年間の低調期を経て，９０年からまた順調に成長した。それに対し

て， 外国人の申請件数の成長の速度は本国人のそれより遅れていたし，また９１年からマイナス成

長の方向へ転落していることが分かる 。

　ところが，特許の許可状況を検討すると ，次の結論を加えることができる。まず，本国人の特

許申請件数が外国人の申請件数より多くを占めているけれとも ，本国人の特許許可率（＝許可件

数／申請件数）が徐々に高くなりつつある傾向が見えるにもかかわらず，依然として，外国人の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８２）
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図皿一３８　特許許可の主体別構成（％）
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図皿一３９　主体別の申請特許の許可率 （％）
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　一本国人　　　外国人

それより低い。これについて，図皿一３８に示されているように，本国人の特許許可率が高くな っ

た９０年代においても５０～６０％程度である 。

　また，許可を取った特許の主体別構造で言えば，本国人の比重は寧ろ低下していたと言える

（図皿一３９主体別の特許申請に対する許可率を参照）。

　ｂ　特許の項目別構成について

　特許の項目については，台湾の特許法によっ て， 発明（Ｉｎ・・ｎｔｉｏｎＰａｔｅｎｔ），新型（Ｎ・ｗＵｔｉ１ｉｔｙ

Ｍｏｄ．１Ｐ．ｔ．ｎｔ），新テサイン（Ｎ．ｗ　Ｄ。。ｍｇ　Ｐ．ｔｅｎｔ）の三種類がある。発明とは自然法則，高度な技

術思想を利用する創作で，且つ産業において利用価値のあるものを指す。発明特許の標的は化学

物質，医薬，一般部品，及び製造方法または処理方法である。新型とは自然法則，技術思想を利

用する初めての創作で，その創作の標的が実用に適合する部品の形状，構造或いは装置に限るも

のである。新デザインとは部品の外観の設計に重んじて，また，その標的が美観に適する部品の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１Ｏ〕
形状，華紋，色彩などで初めての創作である 。

　図皿一４０と図皿一４１はそれそれ本国人と外国人の特許許可の項目を表している 。

　本国人については，表ｍ－４０に示されている通り ，発明が８０年まで減少傾向を表していたが ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８３）
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図皿一４０　本国人の許可特許の性格別構成（％）
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８０年代から，低い比率で安定している。また，新型の比率が圧倒的に多いが，８０年代後半以後 ，

その比率がやや縮小した。新デザインの比率は８０年代に入 って，７０年代の１０％台よりほぼ倍加し

て２０％台になり ，その後も増加傾向を示し３０％台に近づいてきた 。

　続いて外国人の特許項目の構成を見よう 。外国人の特許構成においては，発明が圧倒的に多い 。

その変化については，８７年まで４０％台にまで下がる傾向が見られていたが，その後再び７０％台に

増大した。新型の比率は８７年までやや増大する傾向が見られていたが，その後再び縮小していっ

た。 新デザインの比重は一番少なく ，その変化には新型と同じ傾向が示されている（図皿一４１を

参照）。

　上記の検討に基づくと ，まず，本国人の特許項目の構造と外国人のそれが対称的であり ，かな

り異質なものだといえよう 。また，台湾の研究開発の成果については，主に部品の形状，構造及

び装置の改良改造を主とし，その次に部品の外観デザイン，色彩などの工夫に主力があると考え

てよいだろう 。台湾の研究開発は８０年代から活発化したが，特許構造において商品のテザイン関

連のものの増加が一番多く ，新型に関連のものは殆ど変わりがなく ，発明が減少したという結果

から見ると ，研究開発活動が実用化を中心とする傾向がある一方，殆ど部品の「中核技術」のレ

ベルに及んでおらず，部品の「周辺技術」のレベルに留まっ ていることが判る 。

（８４）
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　（２）学術論文の発表業績について

　学術論文の発表本数はもう一つの研究開発成呆の指標として，検討すべきである。次のぺ一ジ

の表皿一１８は国際的に著名な索引指標であるＳＣＩ（Ｓｃｉｅｎｃｅ ＣｉｔａｔｉｏｎＩｎｄｅｘ）における国 ・地域別本

数と順位を示している。このテータによると ，１９８８年の台湾の論文本数は２ ，Ｏ０１本，３０位である

が， １９８９年では２８位に，９１年には２５位に，９３年には２１位に上昇していることが分かる 。

表皿一１８ＳＣＩ各国 ・地域の論文発表本数及び順位

　　　　　Ａｎｎｕａ１Ｐａｐｅｒｓ　ａｎｄ　Ｒａｎｋ １ｎ　ＳＣＩ

１９８８ 順 １９８９ 順 １９９０ 順 ユ９９１ 順 １９９２ 順 ユ９９３ 順
国家 ・地域 篇数 位 篇数 位 篇数 位 篇数 位 篇数 位 篇数 位

Ｐａｐｅｒｓ Ｒａｎｋ Ｐａｐｅｒｓ Ｒａｎｋ Ｐａ ｐｅｒｓ Ｒａｎｋ Ｐａｐｅ・ｓ Ｒａｎｋ Ｐａ ｐｅ・ｓ Ｒａｎｋ Ｐａｐｅ・ｓ Ｒａｎｋ

米　国（Ｕ，Ｓ ．Ａ
．） ２５０ ，３５８ １ ２３１ ，４０５ ！ ２４９ ，１８９ １ ２６０ ，５７２ ユ ２６５ ，３９０ １ ２８４ ，２６２ ユ

英　国（Ｕ．Ｋ
．） ６ユ ，ユ４３ ２ ５７ ，３３５ ２ ６０ ．２３３ ２ ６ユ 、０６８ ２ ６４ ，２２９ ２ ６７ ，４ユ６ ２

日　本（Ｊ・ｐ・ｎ） ４６ ，５２５ ４ ４６ ，３８４ ４ ４８ ，８１３ ４ ５ユ ，８０１ ３ ５５ ，０２７ ３ ５８ ，２５２ ３

独立国協（Ｕ．Ｓ
．Ｓ ．Ｒ ．） ３８ ，６４８ ５ ４０ ，１６９ ５ ４ユ ，２９７ ５ ４０ ，１９０ ５ ３３ ．９５７ ６ ２５ ，８１７ ７

独　国（Ｇｅｍ・ｎｙ） ４９ ，５９４ ３ ４７ ，１７１ ３ ４９ 、ユ６４ ３ ５０ ，１２６ ４ ５０ ，５４７ ４ ５２ ，４１９ ４

法　国（Ｆｒａｎｃｅ） ３６ ，９ユ７ ６ ３４ ，９５７ ６ ３５ ，７７５ ６ ３７ ，３２１ ６ ３９ ，５３７ ５ ４１ ，６００ ５

加享大（Ｃａｎａｄａ） ３０ ，８２７ ７ ２８ ，６７９ ７ ３ユ 、０４０ ７ ３１ ，９７０ ７ ３３ ，４６ユ ７ ３５ ，１５３ ６

義大利（Ｉｔ・１ｙ） ユ８ ，３０６ ８ １８ ，５０３ ８ ユ９ ，２０７ ８ ２ユ ，０１５ ８ ２３ ，Ｏユ３ ８ ２５ ，０５９ ８

印　度（Ｉｎｄｉａ） ユ４ ，５７６ ９ ユ４ ．９５ユ ９ １４ ，９１０ ９ １５ ，４５９ ９ １５ ，３３１ ユ１ １５ ，２４１ １ユ

湊　洲（Ａｕｓｔｒａ１１ａ） １４ ，０２８ ユＯ １３ ．３７ユ １０ ユ４ ，３９５ １０ １４ ，９８！ ユＯ １５ ，８０１ ９ １７ ，３４８ ９

荷　蘭（Ｎｅｔｈｅｒ１ａｎｄ ｓ） ユ３ ，３９７ ユ１ ユ３ ，１７ユ ユユ ユ４ ，ユ６０ １１ １４ ，４６２ ユ１ １５ ，５８７ １０ １６ ，９９１ １０

瑞　典（Ｓｗｅｄｅｎ） １ユ ，２７８ １２ １０ ，５３ユ ユ２ ユ１ ，１２７ １２ １ユ ，３６４ １３ １ユ ，７６７ １３ ユ２ ，５７２ １３

瑞　士（Ｓｗｉｔｚｅｒ１ａｎｄ） ９， ２６５ ！４ ８， ７８０ １４ ９， ６５３ ユ４ ユＯ ，１３３ ユ４ １ユ ，０３７ ユ４ １ユ ，７９４ １４

西班牙（Ｓｐａｉｎ） ９， ３４２ １３ １０ ，Ｏ０７ １３ １０ ，７２３ ユ３ １ユ ，９３４ ユ２ ！３ ，８６４ １２ １５ ，０８０ １２

中国大陸（Ｃｈｉｎａ） ６， ５３０ ユ７ ７． １３２ １５ ７， ９７９ １５ ８， ２９９ ユ５ ９， ２２５ １５ ９， ５９６ １５

以色列（Ｅ ｓｒａｅ１） ７， Ｏ０１ ユ５ ６， ６５４ １６ ６， ８ユ５ １６ ６． ９７４ ユ６ ７， ３１４ １６ ８， ！８９ １６

比利時（Ｂｅ１ｇｉｕｍ） ６， ５７３ ユ６ ６， ３２５ １７ ６， ４６９ １７ ６， ７３９ ユ７ ７， ２５９ ユ７ ７， ６９７ １７

波　蘭（Ｐｏ１ａｎｄ） ６， ２３５ ユ８ ６、 ユ９６ ユ８ ６， １０５ １８ ６， ０６９ １８ ６， Ｏユ３ １９ ６， １７５ ！９

丹　麦（Ｄｅｍａｒ
ｋ） ５， ３６３ １９ ５， １４８ １９ ５， ２９３ １９ ５， ４８４ １９ ６， １４０ １８ ６， ３５９ １８

捷　克（Ｃｚｅｃｈｏｓ１ｏｖａｋｉａ） ４， ５０５ ２０ ４， ４７３ ２０ ４， ６１５ ２０ ４， ５８２ ２ユ ４， ８０９ ２２ ４， ２７ユ ２４

奥地利（Ａｕｓｔｒｉａ） ４， ４３４ ２１ ４， ０９ユ ２１ ４， ２６３ ２２ ４， ３８７ ２２ ４， ８８０ ２ユ ４， ９７０ ２２

蒼　蘭（Ｆｉｎ１ａｎｄ） ４， ３４２ ２２ ３， ９９７ ２２ ４， ３５８ ２ユ ４， ５８９ ２０ ４， ９８５ ２０ ５， ４５０ ２０

南　非（Ｓｏｕｔｈ 　Ａｆｒｉｃａ） ４， ２８１ ２３ ３， ７６４ ２３ ３， ７０１ ２４ ３， ７６１ ２４ ３， ８０６ ２５ ３， ７８６ ２６

巴　西（Ｂ
ｒａｚｉ１） ３， ０６４ ２６ ３， ５５８ ２４ ３， ８９２ ２３ ４， ３７９ ２３ ４， ７５６ ２３ ４， ８４３ ２３

椰　威（Ｎｏ・ｗ・ｙ） ３， ２５９ ２５ ２， ９９７ ２６ ３， ２２９ ２５ ３， ３８２ ２６ ３， ７４６ ２６ ３， ８３４ ２５

紐西蘭（Ｎｅｗ　 Ｚｅａ１ａｎｄ） ２， ３９３ ２７ ２， ９９２ ２７ ３， ユ６８ ２６ ３， ０５４ ２８ ３， ２０８ ２８ ３， １８０ ２８

旬牙利（Ｈｕｎｇａ・ｙ） ３． ２８！ ２４ ３， １０６ ２５ ３， ユＯＯ ２７ ３， ０９４ ２７ ３， ２２３ ２７ ３， １１７ ２９

台　湾（Ｒ．Ｏ ．Ｃ
．） ２， Ｏ０１ ３０ ２， ３０２ ２８ ２， ８６６ ２８ ３． ５８７ ２５ ４， ４３２ ２４ ５， １６５ ２！

希　暗（Ｇｒｅｅｃｅ） １， ９６９ ３ユ ２， ２ユ７ ２９ ２、 ユ０３ ３１ ２， ６２３ ２９ ２， ６７６ ２９ ３， ０３５ ３０

阿根廷（Ａ．ｇ．ｎｔｉｎ。） ２， １３６ ２８ ２． １２８ ３０ ２， ３５４ ３０ ２， ２２９ ３２ ２， ２０２ ３２ ２， ４４３ ３ユ

南斯拉夫（Ｙｕｇｏｓｌａｖｉａ） ２， ０３３ ２９ ２， ０８４ ３ユ ２， ４６３ ２９ ２， ３４２ ３０ ２， ３７８ ３ユ ８０５ ４０

挨　及（Ｅｇｙｐｔ） ユ， ７ユユ ３２ ユ， ８６９ ３２ １， ８７９ ３２ ２， ｕ２ ３３ ユ、 ９２４ ３４ １， ８８０ ３３

南　韓（Ｓｏｕｔｈ 　Ｋｏｒｅａ） １， ２２７ ３６ １， ５６７ ３３ ユ、 ７８４ ３３ ２． ３２８ ３ユ ２， ６１ユ ３０ ３， ４４ユ ２７

曼西吾（Ｍｅｘｉｃｏ） １， ６８３ ３３ １， ５５４ ３４ ユ、 ７０２ ３４ ２， ０３７ ３４ ２， ０９９ ３３ ２， ４３１ ３２

保加利亜（Ｂｕ１ｇａ．ｉａ） １， ５３９ ３４ ユ， ５４２ ３５ ユ， ６８６ ３５ ユ， ７０３ ３５ ユ， ８ユ４ ３５ １， ４３９ ３５

香　港（Ｈｏｎｇ　Ｋｏｎｇ） ９０４ ３８ １， ０８１ ３８ ユ， ユ５ユ ３７ ユ、 １７１ ３７ ユ， ３７３ ３６ ユ、 ６３２ ３４

奈及利亜（Ｎｉｇｅ．ｉａ） ユ， １４０ ３７ １， ！３７ ３６ ユ， ユ２９ ３８ ユ， ０２５ ３９ ９５２ ４０ ８４７ ３９

智　利（Ｃｈｉ１ｅ） １， ３５ユ ３５ １， １２９ ３７ １， ２２１ ３６ ユ， １９４ ３６ ユ， ３０５ ３７ １， ３９１ ３７

葡萄牙（Ｐｏ・ｔｕｇａ１） ７１２ ３９ ７５４ ３９ ９４９ ３９ ユ， ０４２ ３８ １， ２４２ ３８ １， ３６１ ３８

新加披（Ｓｉｎｇ・ｐｏ・ｅ） ６５３ ４０ ７３９ ４０ ８４５ ４０ ８９２ ４０ ユ， ！６３ ３９ ユ， ４３５ ３６

資料 ：ｒ科学技術統計要覧」（ユ９９４年版），行政院国家科学委員会編印，ｐ．５４

（８５



　８６　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

　　また，エンジニアリング指標であるＥＩ（Ｅｎｇｉｎ…ｉｎｇ　Ｉｎｄ・ｘ）における国 ・地域別本数と順位を

次のぺ一ジの表皿一１９によっ て観察すると ，台湾が８８年の９１８本，１６位から ，９３年の２ ，３５９本，１１

位に、急速に上昇していることが分かる。ちなみに，この二つの指標は共に韓国をリードしている

という国際比較の視点を付け加えたい 。

表皿 １９ＥＩ各国 ・地域の論文発表本数及び順位

　Ａｎｎｕａ１Ｐａｐｅｒｓ　ａｎｄ　Ｒａｎｋ　ｍ　ＥＩ

１９８８ 順 １９８９ 順 １９９０ 順 １９９１ 順 １９９２ 順 １９９３ 順
国家 ・地域 篇数 位 篇数 位 篇数 位 篇数 位 篇数 位 篇数 位

Ｐａｐｅｒｓ Ｒａｎｋ Ｐａｐｅｒｓ Ｒａｎｋ Ｐａｐｅｒｓ Ｒａｎｋ Ｐａｐｅｒｓ Ｒａｎｋ Ｐａｐｅｒｓ Ｒａｎｋ Ｐａｐｅｒｓ Ｒａｎｋ

米　国（Ｕ．Ｓ．Ａ
．）

４７ ，４９４ １ ５４ ，９６０ １ ５５ ，７３６ １ ５０ ，１２６ １ ３９ ，１０６ １ ５０ ，３２０ １

英　国（Ｕ．Ｋ
．） ６， ９７０ ５ ７， ５８８ ５ ７， ４９７ ４ ７， ７７１ ５ ５， ５９７ ６ ７， ５３１ ６

日　本（Ｊ・ｐ・ｎ） １２ ，７０３ ２ １３ ，４０４ ３ １３ ，３４５ ３ １４ ，６８８ ２ １０ ，９８２ ２ １４ ，９１３ ２

南独立国協（Ｕ．Ｓ ．Ｓ．Ｒ
．） ４， ７９７ ６ ７， ４５４ ６ ６， １２２ ６ １１ ，７４２ ４ ７， ９５５ ４ ７， ８６２ ５

独　国（Ｇｅｍａｎｙ） ７， ２７０ ４ ７， ６３１ ４ ７， ０６８ ５ ７， ２９３ ６ ５， ６４３ ５ ７， ０５２ ７

法　国（Ｆｒａｎｃｅ） ４， ２１８ ７ ４， ７８０ ７ ４， ７５０ ７ ４， ９４０ ７ ４， ３７５ ７ ５， ８３６ ８

加享大（Ｃａｎａｄａ） １２ ，００６ ３ １５ ，０３７ ２ １４ ，４２８ ２ １３ ，１５５ ３ １０ ，２６７ ３ １３ ，６９７ ３

義大利（Ｉｔ．１ｙ） ２， ３３５ １Ｏ ２， ９３５ １０ ２， ８２３ ９ ２， ８９１ １０ ２， ４４０ ９ ３， ２１３ ９

印　度（Ｉｎｄｉａ） ３， ４４４ ９ ３， ７９８ ９ ２， ７７８ １０ ２， ９２０ ９ ２， ４１５ １０ ２， ９３２ １０

湊　洲（Ａｕｓｔｒａ１ｉａ） １， ５４５ １３ １， ７０６ １２ ２， ０９０ １１ ２， ３２４ １１ １， ８５０ １１ ２， １８９ １２

荷　蘭（Ｎｅｔｈｅｒ１ａｎｄ ｓ） １， ５７０ １２ ユ， ９４１ １１ ２， ０４３ １２ ２， １０１ １２ １， ７２３ １２ ２， １５１ ユ３

瑞　典（Ｓｗｅｄｅｎ） １， Ｏ０８ １４ １， ２４２ １５ １， ０９８ １５ １， ３１３ １４ １， Ｏ０４ １５ １， ３８１ １５

瑞　士（Ｓｗｉｔｚｅｒ１ａｎｄ） ９０７ １７ １， ０２３ １７ １， ０２１ １７ １， Ｏ０８ １７ ８４９ １７ １， １９８ １７

西班牙（Ｓｐａｉｎ） ８２１ １８ １， ０５３ １６ １， ０８４ １６ １， ２０７ ユ５ １， １５８ １４ １， ７１１ １４

中国大陸（Ｃｈｉｎａ） ３， ５７４ ８ ３， ８８９ ８ ３， ４２９ ８ ４， ３８０ ８ ４， ３００ ８ ７， ９０６ ４

以色列（ＩＳｒａｅ１） ９４４ １５ ９４９ １８ ９２７ １９ ９１４ １８ ７０７ １９ １， １５０ ユ８

比利時（Ｂｅ１ｇｉｕｍ） ８０７ １９ ９１７ １９ ９７４ １８ ８９６ １９ ７６７ １８ ９９５ １９

波　蘭（Ｐｏ１ａｎｄ） １， ６３４ １１ １， ４５９ １３ １， ２４５ １４ １， １５５ １６ ９６６ １６ ９５５ ２０

丹　麦（Ｄｅｍａｒ
ｋ） ３５３ ３０ ４４５ ３０ ３９３ ３０ ５３０ ２４ ４７１ ２４ ５６２ ２５

捷　克（Ｃｚｅｃｈｏｓ１ｏｖａｋｉａ） ６５５ ２０ ５１３ ２４ ６４９ ２０ ６９１ ２０ ５４９ ２０ ５５８ ２６

奥地利（Ａｕｓ位ｉａ） ４６７ ２４ ５１３ ２５ ５４２ ２２ ５１４ ２５ ３８２ ２７ ５２７ ２７

芥　蘭（Ｆｉｎ１ａｎｄ） ４８７ ２３ ６４７ ２０ ５０６ ２５ ６５１ ２２ ５２４ ２１ ６５７ ２１

南　非（Ｓｏｕｔｈ 　Ａｆｒｉｃａ） ５６４ ２１ ４９２ ２８ ３６７ ３２ ３７７ ３２ ３４７ ３０ ４１７ ３１

巴　西（Ｂｒａｚｉ１） ５ ４０ ２０ ４０ ９５ ４０ １４４ ３８ １６７ ３８ １３６ ３８

椰　威（Ｎｏｒｗａｙ） ４５６ ２６ ５１１ ２６ ５１２ ２４ ５０６ ２６ ４９５ ２３ ６０８ ２３

紐西蘭（Ｎｅｗ　Ｚｅａｌａｎｄ） ２６１ ３２ ２４２ ３５ ２８２ ３５ ２２５ ３７ １９３ ３７ ２４５ ３６

旬牙利（Ｈｕｎｇａｒｙ） ３７１ ２９ ４４９ ２９ ５１６ ２３ ３８６ ３１ ２４８ ３４ ３８３ ３２

台　湾（Ｒ．Ｏ，Ｃ
．） ９１８ １６ １， ３０７ １４ １， ４９９ １３ １， ６２９ １３ １， ５１３ １３ ２， ３５９ １１

希　暗（Ｇｒｅｅｃｅ） ４４８ ２７ ５３５ ２３ ４４３ ２７ ６６０ ２１ ５１４ ２２ ５９４ ２４

阿根廷（Ａ．ｇｅｎｔｉｎａ） ２５７ ３３ ２２２ ３７ ２２９ ３７ ２４７ ３６ １９６ ３６ ２２２ ３７

南斯拉夫（Ｙｕｇｏ．１ａｖｉａ） ５１６ ２２ ５５６ ２２ ５６９ ２１ ５４５ ２３ ４４８ ２５ ４８１ ２９

挨及（Ｅｇｙｐｔ） ４６７ ２５ ５７６ ２１ ４８４ ２６ ４７８ ２７ ３３７ ３１ ４９５ ２８

南　韓（Ｓｏｕｔｈ　Ｋｏｒｅａ） ３８０ ２８ ５０２ ２７ ４０３ ２８ ２５７ ３５ ３８０ ２８ １， ２４９ １６

曼西寄（Ｍｅｘｉｃｏ） ２８４ ３１ ３４３ ３３ ３９７ ２９ ３９２ ３０ ３９６ ２６ ４３１ ３０

保加利亜（Ｂｕ１ｇ。。ｉａ） ２４８ ３４ ３０５ ３４ ３２１ ３３ ４００ ２９ ３１８ ３２ ３３６ ３４

香　港（Ｈｏｎｇ　Ｋｏｎｇ） １５３ ３７ ２３４ ３６ ２３０ ３６ ３２７ ３４ １９８ ３５ ３８３ ３３

奈及利亜（Ｎｉｇｅｒｉａ） １５３ ３８ １６２ ３８ １６２ ３８ １２７ ３９ ８１ ３９ １０４ ３９

智　利（Ｃｈｉｌｅ） ６１ ３９ ７９ ３９ ９６ ３９ ５６ ４０ ５７ ４０ ８７ ４０

葡萄牙（Ｐｏ・ｔｕｇ・１） ２４５ ３５ ３４８ ３１ ２８５ ３４ ３７４ ３３ ３１１ ３３ ３３３ ３５

新加披（Ｓｉｎｇａｐｏ．ｅ） ２０８ ３６ ３４４ ３２ ３６９ ３１ ４３１ ２８ ３６３ ２９ ６５１ ２２

資料 ：「科学技術統計要覧」（１９９４年版），行政院国家科学委員会編印，ｐ．５５

（８６）



　　　　　　　　　　　　　戦後台湾工業化過程における研究開発（宋）　　　　　　　　　　　　　８７

　（３）技術貿易額について

　技術貿易額は技術輸出額と技術輸入額に関する統計指標で，現在，国際的にはよく使われてい

るのは純技術貿易額（＝技術輸出額一技術輸入額）と技術貿易収支比率（＝技術輸出額／技術輸入額）

の二つの指標である 。

　技術貿易は商品貿易の特殊な形態である。技術貿易の指標は技術貿易主体の技術の生産力を示

している 。

　表ｍ－２０は主要国家 ・地域の技術貿易収支比率を示している。表によっ て分かるのは台湾の技

術貿易比率はかなり低いが，上昇傾向を見せていることである 。台湾が研究開発によっ て技術力

を徐々に向上してきたにもかかわらず，技術輸入に大きく依存する状態は依然変わ っていない 。

表皿一２０　主要国家＆地域の技術貿易収支比率

アメリカ 日　　本 ドイツ フランス イギリス オランダ スイス
ム　　　　　’赤
　　　｛弓 韓　　国

１９７７ ９． ７４ Ｏ． ４９ Ｏ． ４ユ Ｏ． ５２ ユ． ２２ Ｏ． ８０

７８ ８． ７８ Ｏ． ６４ Ｏ． ４５ Ｏ． ５１ ユ． １９ Ｏ． ２８

７９ ７． ４３ Ｏ． ５５ Ｏ． ４６ Ｏ． ５３ １． ２０ ユ． ０８

８０ ９． ７７ Ｏ． ６７ Ｏ． ４９ Ｏ． ４８ ユ． １６ Ｏ． ０６

８ユ １１ ．ユ９ Ｏ． ６７ Ｏ． ５１ Ｏ． ５２ １． ２ユ Ｏ． ６５ １． ０７ Ｏ． ユ１

８２ ８． ３８ Ｏ． ６５ Ｏ． ５４ Ｏ． ４２ １． ２ユ Ｏ． ５５ Ｏ． ユ６

８３ ７． ３０ Ｏ． ８６ Ｏ． ５３ Ｏ． ６５ １． ２８ Ｏ． ５７ ２． １９ Ｏ． ユ３

８４ ５． ８９ Ｏ． ９９ Ｏ． ５７ Ｏ． ４９ １． ０５ Ｏ． ５ユ Ｏ． ０２ Ｏ． ０８

８５ ６． ７３ Ｏ． ８０ Ｏ． ５５ Ｏ． ５２ ユ． １３ Ｏ． ３６ １． ７７ Ｏ． ０２ Ｏ． ０４

８６ ６． ８３ Ｏ． ８６ Ｏ． ５０ Ｏ． ５６ Ｏ． ９５ Ｏ． ６０ Ｏ． ０１ Ｏ． ０３

８７ ６． ４０ Ｏ． ７６ Ｏ． ４９ Ｏ． ５６ Ｏ． ９ユ Ｏ． ５５ ３． ３２ Ｏ． ０９ Ｏ． ０２

８８ ５． １０ Ｏ． ７９ Ｏ． ４９ Ｏ． ５ユ Ｏ． ９２ Ｏ． ５４ Ｏ． ０５ Ｏ． Ｏユ

８９ ５． ５３ １． ＯＯ Ｏ． ５４ ０１ ５８ Ｏ． ９１ Ｏ． ４４ ５． ４７ Ｏ． ０３ Ｏ． Ｏユ

９０ ５． ７８ Ｏ． ９１ Ｏ． ５１ Ｏ． ６７ Ｏ． ７５ Ｏ． ５３ Ｏ． ０６ Ｏ． ０２

９１ ４． ４７ Ｏ． ９４ Ｏ． ４５ Ｏ． ６９ Ｏ． ５０ １． ８８ Ｏ． ０７ Ｏ． ０３

９２ ４． ０６ Ｏ． ９１ Ｏ． ６８ Ｏ． １５ Ｏ． ０４

資料 ：（１、「科学技術要覧」（１９９４），日本 。

　　 （２

１Ｍａｍ　Ｓｃ１ｅｎｃｅ　ａｎｄ　Ｔｅｃ
ｈｎｏｌｏｇｙ　Ｉｎｄ１ｃａｔｏｒｓ，ＯＥＣＤ１９９４／

　　（３）「産業技術統計要覧」（１９９３），韓国 。

　　（４）「産業技術統計要覧」（１９９４），台湾 。

　また，同表の資料から観察できるのは，（ユ）台湾の技術生産力は日本の７０年代半ばの水準に達し
　　　１１ｌ
ていない，（２）台湾の技術貿易比率が上昇している傾向と対称的に，韓国のそれが大きく下がって

いる状態にあ って，台湾より低い水準になっ たことである。これについての説明は簡単に，台湾

の技術生産力が高まっ たのに対して韓国のそれが後退していたとか，台湾の技術開発水準が韓国

のそれより高いとか，という結論につながりはしない 。

　技術貿易に関する統計上の処理については，その技術貿易の主体を居住地原則によっ て処理す

るのが，普遍的な原則である。ところが，生産組織の国際化が益々進んでいる今日では，技術貿

易を国 ・地域別に観察する上に，技術貿易の主体が誰か，という検討がどうしても必要になる 。

現在，世界の技術輸出において，（１）途上国によるものは１０％しかない，（２）先進国と途上国との問

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２
ｒ

の技術貿易は９０％が多国籍企業を通して行われたものである ，（３）７０年代半ば頃には，アメリカの

技術輸出の８割程度が多国籍企業親会社から海外子会社へのもので，その技術輸入の６割ぐらい

が海外子会社から親会社へのものであ った。現在，このような傾向が更に進んで，他の先進国の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３

１

多国籍企業の親子会杜においても一般的な現象になっ ている。ということで，台湾の技術輸出の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（８７）
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主体に関する検討は重要である。しかし，ここでは，残念ながら台湾の技術輸出の主体に関する

データがなく ，正確に数量的な検出ができないのだが，台湾においての多国籍企業の盛んな海外

進出の実態及び上述の国際技術貿易における多国籍企業の役割を考慮した上で，台湾の技術輸入

に対する僅かな技術輸出において，多国籍企業がかなり貢献しているという仮説を提示すること

はできるだろう 。

　（４）技術能力及び技術開発能力の評価について

　ａ ．技術能力指標

　現在，技術能力指標と技術開発能力指標は各国の科学技術統計において重要な指標として使わ

れている 。

表皿一２１台湾技術能力の成長状況　（単位 ：件数，新台幣百万元）

特　　許 技　　術 技術集約 製　造　業 技術能力
年度 許可件数 貿易額 製品輸出額 附加価値額 指　　標

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ （Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）／４

１９８５ ５， ０４０ ３， １６３ ．Ｏ ４０８ ，４１４ ９２９ ，７７８

（８４ ．４） （６４ ．Ｏ） （６４ ．１） （７３ ．１） （７１ ．４）

１９８６ ５， ８００ ３， ８１５ ．９ ５１７ ，１９８ １， １３３ ，３５８

（９７ ．Ｏ） （７７ ．２） （８１ ．１） （８９ ．１） （８６ ．１）

１９８７ ５， ９８０ ４， ９４５ ．２ ６３７ ，６８１ １， ２７２ ，３２４

（１００ ．０） （ユ００ ．Ｏ） （１００ ．Ｏ） （１００ ．Ｏ） （１００ ．Ｏ）

１９８８ ６， ５８６ ８， １２５ ．２ ６９９ ，２２４ １， ３２１ ，７０５

（１１０ ．１） （１６２ ．３） （１０９ ．７） （１０３ ．９） （１２２ ．Ｏ）

１９８９ ユ０ ，３９７ １２ ，８１９ ．１ ７２４ ，７５９ １， ３８０ ，１９９

（１７３ ．９） （２５９ ．２） （１１３ ．７） （１０８ ．５） （１６３ ．８）

１９９０ １１ ，ユ０８ １３ ，０８３ ．２ ７５３ ，９３９ ユ， ４５０ ，４４７

（１８５ ．８） （２６４ ．６） （！１８ ．２） （１１４ ．Ｏ） （１７０ ．Ｏ）

１９９１ １３ ，５５５ １５ ，６３７ ．４ ７８１ ，７３８ １， ６１８ ，８４４

（２２６ ．７） （３１６ ．２） （１２２ ．６） （１２７ ．２） （１９８ ．２）

注： （　）内は１９８７年を比較基準期間とした相対指数 。

出所 ：「中華民国科学技術年鑑」（１９９２年），国家科学委員会，ｐ
．８７

　技術能力指標は（Ａ）特許許可件数（本国人国内許可件数十国民の外国での許可件数），（Ｂ）技術貿易総額

（技術輸出入合計），（Ｃ）技術集約製品の輸出額，（Ｄ）製造業の付加価値等の四指標の単純平均によっ

て説明される。すなわち

　　　　　　　　　特許許可数十技術貿易額十技術集約製品輸出額十製造業付加価値
　　技術能力指標 ＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４

となる 。

　この指標の定義によっ て， 台湾の技術能力の成長は前ぺ一ジの表皿一２１に示されたようになる 。

これによっ て， 台湾製造業の技術能力が１９８５～９０年の５年間でほぼ倍に成長したのに対して ，

１９８７～９１年の４年問でもほぼ倍成長し，益々早く成長していることが判る 。

　また同じ指標の定義に従って，１９８９年の台湾の技術能力の国際比較をすれば，その位置は表皿

一２２に示されている通りである。この資料からいえることは台湾製造業の技術術能力（１９９０年度）

はおよそアメリカの１０分の１ ，日本の９分の１で，フランスの２分の１であり ，韓国より倍近く

高いことである 。

（８８）
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表皿一２２技術能力指標の国際比較（１９８９年）

特　許 技　術 技術集約 製造業 技術能力

国家 ・地域 許可作数 貿易額 製品輸出額 附加価値額 指　標
Ａ Ｂ Ｃ Ｄ （Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ）／４
（件） （百万米ドル） （百万米ドル） （億米ドル）

米　　　国 ５０ ，１８５ ユ４ ，０９２ ５０２ ，２７０ ８， ７６５ ．９

（１００ ．ＯＯ） （１００ ．ＯＯ） （１００ ．ＯＯ） （１００ ．ＯＯ） （１００ ．ＯＯ）

日　　　本 ５４ ，７４３ ７， ３４０ ３６４ ，６８６ ８， ４５５ ．６

（１０９ ．０８） （５２ ．０９） （７１ ．８９） （９６ ．４６） 「８２ ．３８）

独　　　国 ユ６ ，９０４ ３， ３０３ １３８ ，４７１ ３， ８０５ ．ユ

（３３ ．６８） （２３ ．４４） 「２７ ．３０） （４３ ．４ユ） （３ユ ．９６）

仏　　　国
８， ３０１ ２， ８３３ ６４ ，４３７ ２， Ｏ０７ ．２

（１６ ．５４） （２０ ．ユＯ） （１２ ．７０） （２２ ．９０） （１８ ．０６）

台　　　湾 １０ ，３９７ ５９８ ２７ ，６９４ ５２８ ．７

（２０ ．７２） （　４ ．２４） （　５ ．４６） （６
．０３） ！　９ ．ユユ）

韓　　　国
１， １８２ ８９９ ２７ ，２４２ ５５０ ．９

（　２ ．３６） （　６ ．３８） （　５ ．３７） （　６ ．２８） （　５ ．１０）

　注 ：（　）内は米国を基準とした相対指数 。

出所 ：「中華民国科学技術年鑑」（１９９２年），国家科学委員会，ｐ．８７

表１皿　２３　１９９０年業種別の技術能■力指標

項目 特許許可件数 対国外技術貿易額 技術集約製品輸出額 附加価値額 技術能力指数
１ ２ ３ ４ １＋２＋３＋４

業種
（件） （百万元） （億元） （億元）

４

合　　　　　計
５， ７８２ １３ ，０８３ ．２ ユ６ ，８０８ ．１ １５ ，４８４ ．５

（１００） （！００） （ユＯＯ） （ユＯＯ） （ユＯＯ　）

食　　品　　業 ２５７ １６８ ．２ ６ユ７ ．４ ８８０ ．３

（４ ．４） （１ ．３） （３ ．７） （５ ．７） （３ ．７８）

飲料及び煙草業
２２ １１ ．９ ５． ４ ６０６ ．２

（Ｏ ．４） （Ｏ ．ユ） （Ｏ ．Ｏ） （３ ．９） （ユ ．ユＯ）

紡　　績　　業
９５ ９０ ．３ １， ４７６ ．３ ユ， １５６ ．３

（１ ．６） （Ｏ ．７） （８ ．８） （７ ．５） （４ ．６５）

成衣及び服飾業
７５ ５３ ．８ ユ， ２０２ ．Ｏ ２７９ ．７

（１ ．３） （Ｏ ．４） （７ ．２） （１ ．９） ／２ ．７０〕

皮革製品業
２０ １９ ．７ ３７２ ．５ ２３２ ．９

（Ｏ ．３） （Ｏ ．２） （２ ．２） （１ ．５） （ユ ．０５）

木材及び家具業
５４ ２５ ．８ ４９ユ ．６ ３０７ ．２

（Ｏ ．９） （Ｏ ．２） ｒ２ ．９） （２ ＩＯ） ／１ ．５０ｊ

紙及び印刷業
５３ １６０ ．７ １６９ ．３ ５９２ ．６

（Ｏ ．９） （１ ．２） （１ ．Ｏ） （３ ．８） （ユ ．７３〕

化学材料業
４４ ８２２ ．３ ５３０ ．４ ９８２ ．４

（Ｏ ．８） （６ ．３） ／３ ．２） （６ ．３） （４ ．ユ５）

化学製品業
７０９ ２８９ ．７ ２７５ ．２ ４３５ ．７

（１２ ．３） （２ ．２〕 （ユ ．６） ／２ ．８） で４ ．７３）

石油及び石炭業 ６ ２７ ．Ｏ Ｏ． Ｏ ４６３ ．８

（Ｏ ．ユ） （Ｏ ．２〕 （Ｏ ．Ｏ） （３ ．Ｏ） （Ｏ ．８３）

ゴム製品業
９０ ７１ ．７ １７５ ．４ ２２４ ．５

（ユ ．６） （Ｏ ．５） （１ ．Ｏ） （１ ．５） （ユ ．ユ５）

プラスチ ック製品業 ３９２ ５０８ ．３ １， ユ０５ ．３ ９４９ ．８

（６ ．８） （３ ．９） ／６ ．６） （６ ．ユ） （５ ．８５）

非金属鉱物製品業 １ユ５ ユ２７ ．６ ２９９ ．１ ６８７ ．４

（２ ．Ｏ） ／！ ．Ｏ） ／１ ．８〕 （４ ．４） ／２ ．３０）

基本金属業
７９ １４７ ．４ ３６６ ．９ １， ユ３１ ．ユ

（１ ．４） （１ ．ユ） （２ ．２） （７ ．３） ／３ ．ＯＯ）

金属製品業
６６２ ３４２ ．４ １， ０８５ ．２ ９６６ ．２

（１ユ ．４） （２ ．６） （６ ．５） （６ ．２） （６ ．６８）

機械設備業
７０３ ３７７ ．１ ユ， １３５ ．１ ６９５ ．５

（ユ２ ．２） （２ ．９） （６ ．８） （４ ．５） （６ ．６０）

電丁電器業
ユ， ２９７ ７， ３７１ ．Ｏ ４， ７９８ ．５ ３， ０７８ ．７

（２２ ．４） （５６ ．３） で２８ ．４） （２０ ．Ｏ） （３ユ ．７４）

運輸設備業
３ユ６ ２， ２９６ ．５ ９２０ ．９ １， ０７８ ．Ｏ

（５ ．５） （１７ ．６） （５ ．５） （７ ．Ｏ） （８ ．９０）

精密機械業
ユ４９ ３２ ．５ ４０９ ．７ ユ７４ ．３

（２ ．６） （Ｏ ．２） （２ ．４） （１ ．ユ） （１ ．５８）

雑　　工　　業
６４４ １３９ ．Ｏ ユ， ３７ユ ．９ ５４１ ．７

（ユユ ．１） （１ ．１） （８ ．２） （３ ．５） （５ ．９８）

　注 ：／　）内は各業種の合計値のユＯＯに対する相対指数 。

出所 ：「工業統計調査報告」／１９９２年６月） 経済部工業調査連繋小組，ｐ
，５９

（８９）
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　更に技術能力指標の定義によっ て， 業種別技術能力の統計をとることもできる。ここでは技術

能力指標の四つの要素に従って，業種別にそれぞれの全産業におけるウエイト指数を算出するこ

とが必要である。業種別技術能力指数は次のように示される。すなわち ，

　　業種別技術能力指数＝

　　　　　　特許許可数指数十技術貿易額指数十技術集約製品輸出額指数十製造業付加価値指数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４

である 。

　この定義に従った１９９０年の台湾製造業各業種の技術能力は表皿一２３の通りである 。

　上記の統計資料によると ，次のぺ一ジの表皿一２４に整理されている通り ，台湾の製造業におい

ては，電子電器の技術能力指数がトッ プで，運輸設備，金属製品，機械設備，雑項工業，プラス

チッ クが続いて２位から６位まで並んでいる。ただし，２位と１位の間に２２．８４ポイントの差が

ある。技術能力の低い６業種は石油及ぴ石炭，皮革製品，飲料と煙草，コム，木材 ・家具と精密

機器等である，ということが判る 。

　　　　　　　　　　表皿一２４製造業業種別技術能力及ひその順位（１９９０年）

業　種 技術能力指数 順位 業　種 技術能力指数 順位

製　造　業 １００ ．Ｏ 製　造　業 １００ ．ＯＯ

電子電器
３１ ．７４ １ 基本金属

３． ００ １１

運輸設備
８． ９０ ２ 成衣服飾

２． ７０ １２

金属製品
６． ６８ ３ 非金属鉱物

２． ３０ １３

機械設備
６． ６０ ４ 紙・ 印刷

１． ７３ １４

雑項工業
５． ９８ ５ 精密機器

１． ５８ １５

プラスチ ック ５． ８５ ６ 木材 ・家具 １． ５０ １６

化学製品
４． ７３ ７ ゴム製晶

１． １５ １７

紡　績　業
４． ６５ ８ 飲料 ・煙草

１． １０ １８

化学材料
４． １５ ９ 皮革製晶

１． ０５ １９

食　晶　業
３． ７８ １０

石油石炭
Ｏ． ８３ ２０

出所 ：表皿一２３により整理 。

　ｂ　技術開発能力指標

　技術開発能力は新製品及び新技術を自主的に開発する能力であることと定義される。この指標

は技術開発能力を技術能力，研究開発投入量，研究開発産出量の三者の平均指数によっ て説明す

る。 計算方法は次の通りである 。

　研究開発投入量指数は研究開発費の相対指数と研究開発人員の相対指数の和の幾何平均によっ

て説明される。すなわち

　　　　　　　　　　　　本年度製造業研究開発費　本年度製造業研究開発人員
　　技術開発投入量指数＝↓　　　　　　　　　　×↓
　　　　　　　　　　　　則年度製造業研究開発費　 目ｕ年度製造業研究開発人員

　研究開発産出量指数は国外での特許許可の相対指数と技術輸出額の相対指数の和の単純平均に

よっ て説明される 。

　　　　　　　　　　　　国外での特許許可の相対指数十技術輸出額の相対指数
　　技術開発産出量指数＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２

すると ，技術開発能力指数の定義に従って，当該指標の算式は

　　　　　　　　　　　技術能力指数十研究開発投入量指数十研究開発産出量指数
　　技術開発能力指標 ＝
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３

となる 。

（９０）
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表皿一２５　台湾技術開発能力の成長状況

９１

（単位　件数　新台幣百万兀）

技術開発資源投入量Ｂ 技術開発成果Ｃ
技術能力 技術開発

年度 指　　標 研究経費 研究発展
〉（ａｘｂ）

技　　術 特　　許 能力指標
入　　力 輸出量 登録件数 （ｃ×ｄ）／２

Ａ ａ ｂ Ｃ ｄ （Ａ＋Ｂ＋Ｃ）／３

１９８５ （７１ ．４） ２５ ，３９７ ．ユ ４５ ，ユ０４ ５９ ．４ ５， ０４４

（６９ ．１） （７２ ．８） （７０ ．９） （ユ５ ．２） （８４ ．４） （４９ ．８） （６４ ．Ｏ）

ユ９８６ ２８ ，７０１ ．６ ４７ ，６３３ ５１ ．１ ５， ８００

（８６ ．ユ） （７８ ．Ｏ） （７６ ．９） （７７ ．４） （ユ３ ．１） （９７ ．Ｏ） （５５ ．！） （７２ ．８）

１９８７ ３６ ，７８０ ．Ｏ ６１ ，９５０ ３９０ ．Ｏ ５， ９８０

（ユＯＯ ．Ｏ） （１００ ．Ｏ） （１００ ．Ｏ） （ユＯＯ ．Ｏ） （！００ ．Ｏ） （ユＯＯ ．Ｏ） （ユＯＯ ．Ｏ） （１００ ．Ｏ）

ユ９８８ ４３ ，８３９ ．Ｏ ６３ ，９０３ ３５３ ．２ ６， ５８６

（１２２ ．Ｏ） （１１９ ．２） （１０３ ．２ （！ユＯ ．９） （９０ ．６） （１ユＯ ．ユ） （１００ ．４） （ユ１ユ ．１）

１９８９ ５４ ，７８９ ．Ｏ ６９ ，０２４ ３４４ ．３ ユＯ ，３９７

（ユ６３ ．８） （１４９ ．Ｏ） （１ユユ ．４） （ユ２８ ．８） （８８ ．３） （！７３ ．９） （ユ３１ ．ユ） （１４１ ．２）

１９９０ ７ユ ，５４８ ．Ｏ ７５ ，２３３ ７８４ ．５ ！１ ，！０８

（１７０ ．７） （ユ９４ ．５） （ユ２１ ．４） （１５３ ．７） （２０ユ ．４） （１８５ ．８） （１９３ ．６） （１７２ ．７リ

１９９ユ ８１ ，７６５ ．Ｏ ８２ ，４３６ ９３８ ．９ ユ３ ，５５５

（ユ９８ ．２） （２２２ ．１） （ユ３３ ．１） （１７２ ．Ｏ） （２４０ ．７） （２２６ ．７） ‘２３３ ．７） （２０１ ．３）

　注 ：（　）内は！９８７年を比較基準期問とした相対指数 。

出所 ：「中華民国科学技術年鑑」（ユ９９２年）， 国家科学委員会，ｐ．８８

　表皿一２５は台湾の技術開発能力の成長の状況を示すものであり ，台湾製造業の技術開発能力の

進歩の速さを現している 。

表皿一２６技術開発能カオ旨標の国際比較 （ユ９８９年） （単位 ：件数，百万美元

技術開発資源投入量Ｂ 技術開発成果Ｃ
技術能力 技術開発

国家 ・地域 指　　標 研究経費 研究発展 技　　術 能力指標
入　　力 〉（ａ×ｂ）

輸出額
Ａ ａ ｂ Ｃ （Ａ＋Ｂ＋Ｃ）／３

米　国 １４２ ，ＯＯＯ ９９６ ，２７０ ユ１ ，８１５

（１００ ．ＯＯ） （１００ ．ＯＯ） （！ＯＯ ．ＯＯ） （ユＯＯ ．ＯＯ） （１００ ．ＯＯ） （１００ ．ＯＯ）

日　本 ７６ ，０４９ ７４０ ，４３８ ２， ３８７

（８２ ．３８） （５３ ．５６） （７４ ．３２） （６３ ．０９） （２０ ．２０〕 （５５ ．２２）

独　国 ３７ ，９０８ １８７ ，２０９ ユ， ユ５２

（３１ ．９６） （２６ ．７０） （１８ ．７９） （２２ ．４０） （　９ ．７５） （２ユ ．３７）

仏　国 ２４ ，８０２ ２８９ ，９６６ １， ０３７

（１８ ．０６） （ユ７ ．４７） （２９ ．１１） （２２ ．５５） ‘　８ ．７８） （１６ ．４６）

台　湾 ２， ０９４ ６９ ，０２４ ユ３

（　９ ．１！） （　１ ．４７） （　６ ．９３） （　３ ．１９） （　Ｏ ．ユユ） （　４ ．ユ４）

韓　国 ３， ９８０ １１９ ，３５７ ユユ

／　５ ．１０） （　２ ．８０） 「１１ ．９８） （　５ ．７９） （　Ｏ ．０９） （　３ ．６６）

　注 ：（　）内は米国を基準とした相対指数 。

　　　韓国と台湾の研究開発費には，国防関係が含まれていない 。

出所 ：「中華民国科学技術年鑑」（１９９２年），国家科学委員会，ｐ
．８８

　表皿一２６は台湾の技術開発能力（１９９０年度）と先進国の技術開発能力との国際比較表である 。

これによれば，台湾の技術開発能力はアメリカの２４分の１ ，日本の１３分の１ ，フランスの４分の

ユであり ，韓国よりやや高くなっ ている。この指標と前述の技術能力指標と比べて検討すると ，

台湾の技術開発能力は技術能力の２分の１か３分の２かにな っていることが判る 。

（９１）



９２ 　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

表皿一２７　１９９０年業種別の技術開発能力指標　　 （単位 ：百万元，人，件）

　　　　　　　技術能力　　　　　　　　　　　研究経費　　研究開
　　　　　　　　　　　（百万元）　発人力
業種　　　　　　　　１　　　　ａ　　　　ｂ

合計２８
，８７５，３７０ ，８８７

　　　　　　　　（１ＯＯ　　）　　　　（１００　）　　　　（１００　）

食品業　　８４１．７２
，６２０

　　　　　　　　（　３ ．７８）　　　（　２ ．９）　　　　（　３
．７）

飲料及び煙草業　　　　　　１２５．３　　５１２
　　　　　　　　（　１ ．１０）　　　（　Ｏ ．４）　　　（　Ｏ

．７）

紡績業　　８９０．９２
，７１９

　　　　　　　　（４ ．６５）　　　（　３ ．１）　　　（４
．１）

成衣及び服飾品業　　　　　　　１７９ ．０　　　９６７

　　　　　　　　（　２ ．７０）　　　（　０ ．６）　　　　（　１
．４）

皮革製品業　　　　２４４．５　１
，０２８

　　　　　　　　（　１ ．０５）　　　（　Ｏ ．８）　　　（　１
．５）

木材及び家具業　　　　　　１３４ ．６　　　６６５
　　　　　　　　（　１ ．５０）　　　（　Ｏ ．５）　　　　（　Ｏ

．９）

紙及び印刷業　　　　　４２０．６　１ ，６０７

　　　　　　　　（１ ．７３）　（１ ．５）　（２
．３）

化学材料業　　　　２
，１４８．９　３ ，４７０

　　　　　　　　（４ ．１５）　　　（　７ ．４）　　　（４
．９）

化学製品業　　　　１
，１０２．９　３ ，４５８

　　　　　　　　（　４ ．７３）　　　（　３ ．８）　　　（　４
．９）

石油及び石炭業　　　　　　１２５ ．６　　　７７８
　　　　　　　　（　Ｏ ．８３）　　　　（　Ｏ ．４）　　　　（　１

．１）

　ゴム製品業　　　　３０８．０　１
，１２５

　　　　　　　　（１ ．１５）　（１ ．１）　（１
．６）

　プラスチ ック製品業　　　　　　　　９０８ ．６　　２ ，９５０

　　　　　　　　（　５ ．８５）　　　（　３ ．１）　　　　（　４
．２）

非金属鉱物製晶業　　　　　　　３７０ ．０　　１ ，４４８

　　　　　　　　（　２ ．３０）　　　（　１ ．３）　　　　（　２
．Ｏ）

基本金属工業　　　　　１０１８．０　１ ，７７６
　　　　　　　　（３ ．ＯＯ）　（

’３ ．５）　（２ ．５）

金属製品業　　　　７４５．０　３
，３０８

　　　　　　　　（　６ ．６８）　　　　（　２ ．６）　　　　（　４
．７）

機械設備業　　　　１００５．９　３
，６５３

　　　　　　　　（６ ．６０）　（
’３．５）　（５ ．２）

電子電器業　　　１４５５０ ，２　２８
，８４８

　　　　　　　　（３１ ．７４）　（ちＯ ．５）　（４０ ．６）

運輸設備業　　　　２
，６４３．６　６ ，２５７

　　　　　　　　（　８ ．９０）　　　（　９ ．２）　　　（　８
．８）

精密機械業　　　　４７４．０　１
，３６３

　　　　　　　　（　１ ．５８）　　　（　１ ．６）　　　　（　１
．９）

雑工業　　６３７．９２
，１３５

　　　　　　　　（　５ ．９８）　　　（　２ ．２）　　　　（　３
．Ｏ）

　　　　　　　　　　　　　　　技術開発
　　　　　　　　　　　　　　　能　　力
　　　　技　術　　国外特許　　ｃ＋ｄ　　 １＋２＋３
　　　　輸出額　登録件数
　　　　　。　　　ｄ　　　 ２　　　３

　　　　７８５．５　１ ，０５１　　　　（１００）
（１００　　）　　　（１００　）　　　　（１００　）　　　（１００　　）

　　　　　２ ，６　　　　　　　２１　　　　　　　　　　　　（　２
．７４）

（３ ．２８）　（０．３）　（２ ．０）　（１ ．１７）

　　　　　Ｏ ．Ｏ　　　　　　Ｏ　　　　　　　　　　（　Ｏ
．５５）

（　０ ．５６）　　（　Ｏ ．Ｏ）　　　（　Ｏ ．Ｏ）　　（　Ｏ ．ＯＯ）

　　　　　１ ，４　　　　　　１０　　　　　　　　　　（　２
．９２）

（　３ ．５６）　　（　Ｏ ．２）　　　（　１ ．Ｏ）　　　（　０ ．５６）

　　　　　Ｏ ．３　　　　　　１０　　　　　　　　　　（　１
．３７）

（　Ｏ ．９２）　　（　Ｏ ．Ｏ）　　　（　１ ．Ｏ）　　　（　Ｏ ．４９）

　　　　１８ ．９　　　　　　　　６　　　　　　　　　　　　（　１
．２２）

（１ ．１１）　（２ ．４）　（０ ．６）　（１ ．４９）

　　　　　２ ，３　　　　　　　１０　　　　　　　　　　　　（　Ｏ
．９３）

（　Ｏ ．６６）　　（　０ ．３）　　　（　１ ．Ｏ）　　　（　Ｏ ．６２）

　　　　　３ ．０　　　　　　　９　　　　　　　　　　（　１
．３９）

（　１ ．８２）　　（　Ｏ ．４）　　　（Ｏ ．９）　　（　０ ．６３）

　　　　３０ ．２　　　　　　８　　　　　　　　　　（４
．１６）

（　６ ．０４）　　（　３ ．８）　　　（　０ ．８）　　（　２ ．３０）

　　　　　１ ，１　　　　　　６６　　　　　　　　　　（４
．０９）

（４ ．３２）　　（　Ｏ ．１）　　　（　Ｏ ．３）　　（　３ ．２１）

　　　　　Ｏ ．Ｏ　　　　　　Ｏ　　　　　　　　　　（　Ｏ
．５１）

（Ｏ ．６９）　（Ｏ．Ｏ）　（Ｏ ．Ｏ）　（０ ．００）

　　　　　Ｏ．３８　（Ｏ
．９５）

（　１ ．３０）　　（　Ｏ ．Ｏ）　　　（　Ｏ ．８）　　（　Ｏ ．４０）

　　　　６３ ，４　　　　　　４６　　　　　　　　　　（　５
．２３）

（　３ ．６２）　　（　８ ．１）　　　（　４ ．４）　　（　６ ．２３）

　　　　　１ ．４　　　　　　　　８　　　　　　　　　　　　（　１
．４６）

（　１ ．６２）　　（　０ ．２）　　　（　Ｏ ．８）　　（　Ｏ ．４７）

　　　　　６ ，９　　　　　　　　２４　　　　　　　　　　　　　（　２
．５２）

（　２ ．９７）　　　（　０ ．９）　　　（　２ ．３）　　　（　１ ．５８）

　　　　８８ ．６　　　　　　　１０８　　　　　　　　　　　　　（　６
．９８）

（　３ ．４７）　　（　１１ ．３）　　　（１０ ．３）　　　（１０ ．７８）

　　　　１４５ ．６　　　　　１０８　　　　　　　　　　（　８ ．４２）
（　４ ．２４）　　　（１８ ．５）　　　（　１０ ．３）　　（　１４ ．４１）

　　　　４０１ ．０　　　　　　３３３　　　　　　　　　　　　（３９ ．８５）
（４６ ．４７）　（５１ ．２）　（３１ ．２）　（４１ ．３３）

　　　　　Ｏ ．０　　　　　　９２　　　　　　　　　　（　７
．４２）

（　８ ．９９）　　（　Ｏ ．Ｏ）　　　（　８ ．８）　　（　４ ．３８）

　　　　　７ ，５　　　　　　　　２４　　　　　　　　　　　　　（　１
．６６）

（　１ ．７８）　　　（　Ｏ ．９）　　　（　２ ．３）　　　（　１ ．６２）

　　　　１１ ．２　　　　　　　１６０　　　　　　　　　　　　　（　５
．６３）

（　２ ．５８）　　　（　１ ．４）　　　（　１５ ．２）　　　（　８ ．３３）

注： （　）内の数字は各業種の合計値の１００に対する相対指数

出所 ：「工業統計調査報告」（１９９２年６月），経済部工業調査連繋小組，ｐ．６０

　続いて，台湾の技術開発能力を業種別に見よう 。表皿一２７は台湾経済部１９９０年の工業調査によ

って算出された各業種の技術開発能力の資料である。これによれば，台湾の製造業において，電

子電器製品の技術開発能力指数は３９ ．８５で最も高い。２位は指数８．４２である機械設備，７ ．４２ポイ

ントの運輸設備業は３位で，金属，雑工業とプラスチ ック業がそれぞれ４位と５位である。技術

開発能力の低い業種は石油及び石炭，飲料及ぴ糎草，木材 ・家具，ゴムなどである（次ぎのぺ 一

ジの表皿一２８を参照）。

（９２）



　　　　戦後台湾工業化過程における研究開発（宋）

表皿一２８　製造業業種別技術開発能力及びその順位 （１９９０年）

９３

業　種 技術開発能力 順位 業　種 技術開発能力 順位

製造業
ユＯＯ ．ＯＯ

製造業
１００ ．ＯＯ

電子電器
３９ ．８５ ユ 基本金属

２． ５２ ユ１

機械設備
８． ４２ ２ 精密機器

ユ． ６６ ユ２

運輸設備
７． ４２ ３ 非金属鉱物

ユ． ４６ １３

金属製晶
６． ９８ ４ 紙・ 印刷

１． ３９ ユ４

雑項工業
５． ６３ ５ 成衣服飾

１． ３７ ユ５

プラスチ ック ５． ２３ ６ 皮革製品
１． ２２ １６

化学材料
４． １６ ７ ゴム製品

Ｏ． ９５ １７

化学製品
４． ０９ ８ 木材 ・家具

Ｏ． ９３ ユ８

紡績業
２． ９２ ９ 飲料 ・煙草

Ｏ． ５５ ユ９

食品業
２． ７４ １０

石油石炭
Ｏ． ５１ ２０

出所 ：表皿一２７より整理

］Ｖ

．終りにかえて

　台湾の研究開発活動は７０年代末期から現在に至まで２０年足らずの問に速やかに成長してきた 。

その成長過程の実態及び諸特徴については，上述の検討から察することができるであろう 。

　本章の終りに，台湾の研究開発の経験と教訓を踏まえて，幾つかの論点を取り上げて討論を進

めたい 。

　（１）研究開発で，重要なのは人員に関することをであろう 。台湾の研究開発人員については ，

絶対数で見る場合，大した数字にならないが，万人に対する比率で見れば，世界の中で日本，ア

メリカ ，フランス，トイノに次いで，５番目で，先進国並みの水準となっ たことが分かる 。８０年

代後半から台湾の開発人員の量の急増と質（学歴）の向上は著しく ，台湾の大学で育 った人材以

外に，留学先の外国から帰ってきた人材がその供給源となっ ていた。本稿の検討からよく分かる

ように，台湾の電子電器産業（特にそのうちの通信機器関連部門）の研究開発活動は最も活発な業

種であるが，実は，それを支えている人材の多くは先進国での留学経験，研究 ・仕事歴のある人

たちだといっ ても過言ではない 。

　研究開発活動には人がいなければ全く話しにならないし，また資金が多く必要である。研究開

発は発展途上国の工業化初期には上記の二つの基本条件が殆とないために，社会的な普及は不可

能であろう 。台湾の場合は大体７０年代末期から政策論として徐々に明確化し始め，本格的に社会

的に展開したのは８０年代末期からのことで，戦後工業化計画がスタートしてから約３０年を経過し

ていたのである。ところが，研究開発活動が本格的にスタートしてから社会の「常識」になる期

問は１０年も要さなかったことから見ると ，成長の歩みは非常に速かったと言える 。

　分析によれば，この時期に台湾の研究開発活動が急速に成長できたのは，約３０年問の工業化を

経過した後，人的条件と資本の条件が改善 ・形成され始めたからである 。

　（２）研究開発の人材と資金（設備）の条件の形成は，最終的には，一定の研究開発組織の形成

につながらなければならない。本章によっ て分かるように，台湾の研究開発組織形態の形成過程

には約３０年問を要し，８０年代初頭にその形が作り出された。研究開発活動の飛躍は正にそれを基

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９３　）



　９４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４５巻 ・第１ ・２号）

礎にして可能となっ たのである。ということは，我々の観察によると研究開発に必要なのは単な

る独立した性格を有したものとしての人材と資金（設備）よりも ，一定の形態に組織された人材

と資金（設備），つまり組織された研究開発資源である 。

　組織形態は一般的には，その国の社会経済発展段階，つまり社会経済の条件によっ て異なり ，

また，その国の社会経済運営体制の相違によっ て異なる。社会経済基盤の弱い場所或いは時期に

おいては，人材と資金（設備）の不足のため，社会経済活動の末端組織つまり企業において，そ

の人材と資金（設備）の存在は望み難い。たとえ，その社会全体の限られた人材と資金（設備）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｉ４）
を企業に分散して配置しても ，研究開発の効果はあまり期待できないであろう 。実際，この時期

の企業は人材，資金とも欠くので，企業レベルの研究開発組織の形成条件が殆どない。従って ，

この場合の研究開発組織形態は，脱企業型，つまり不完全形態でしかあり得ない。恐らく現実の

発展途上国では，その研究開発組織は殆とこのような不完全形態となっ ているであろう 。

　ところが，脱企業型つまり不完全型の研究開発組織形態には，もう一つの形成要因がある。そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）
れは社会経済運営体制によるである。伝統的な社会主義の社会経済運営体制，いわゆる中央統制

型の体制の下の社会経済活動の末ｙ而組織は，「企業」と言える企業ではなく ，単なる生産工場で

ある。工場での生産活動の殆どは，上層部からの指示によっ て行われ，自らによる意思決定は重
　　　　１６）
要ではない。この中央統制型の体制の下では，横の連絡（情報）が殆どないので，研究開発活動

に関わるもう一つの側面の需要に関する情報（これは研究開発のもう一っの資源）が工場レベルに

到達することができない。だから，研究開発組織の形成条件は殆どないといえる。現実に，この

種類の体制の場合には，企業での研究開発組織はとても弱く ，殆ど形成されていないといえる 。

その研究開発組織形態は，同じく脱企業型，つまり不完全形態である。このような不完全形態の

研究開発組織形態は旧社会主義世界において一般的に存在していた 。

　脱企業型，つまり不完全形態の研究開発組織は，一般的にいっ て効果的な研究開発に好ましく

ない組織形態である。ところが，ある特殊の条件の場合，つまり ，社会的研究開発資源が非常に

不足している場合，その重要性が現れるであろう 。これこそかつて旧社会主義世界でこの不完全

形態の研究開発組織形態が一般的に存在していた理由であり ，また現在の発展途上国に一般的に

存在している原因でもある。完全形態の研究開発組織形態は不完全形態から出発するのである 。

　（３）研究開発活動の展開は研究開発資源と研究開発需要との結合による。研究開発資源には上

述で強調した組織されている人材と資金（設備）の他に，情報が含まれる。情報は研究開発に欠

かせない重要な資源と言ってよい。情報は研究開発人材と設備に内包されたり ，研究開発組織を ，

研究人員を運結したり ，ハードな研究開発資源と研究開発需要を結合したりするソフトな資源で

あっ て， コンピュータ世界のソフトウェアの役割のように研究開発過程で非常に重要な役割を演

じるものである 。

　情報の内包性或いは体化性は研究開発人材とその組織及び設備の質を規定し，情報の外在性或

いは流動性は研究開発活動の効率と研究開発結果の価値を規定すると言える。質の高い人材及び

設備の研究開発資源だけによっ て， 必ずしも効率の良い研究開発活動，または価値のある研究開

発結果につながるとは限らない。逆に，質のそれほど高くない人材及び設備の研究開発資源だけ

によっ て， 必ずしも効率の良い研究開発活動，また価値のある研究開発結果を得られないと言う

ことでもない。情報資源は研究開発組織の質の高さ，そして，その研究開発活動の効率性のよさ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９４）
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に決定的な影響を与え，また，その研究開発成果の価値の高さにも決定的な影響を与える 。

　（４）研究開発資源としての情報資源が完全に，正確に，公正に，即時に社会に調達 ・運用され

ることを保証することはその研究開発活動の効率と価値を保証する重要な条件である 。実際に ，

政府が研究開発活動に介入する意義はそこにある。政府の研究開発に対する政策介入は，人材 ，

資金（設備）等ハードの側面以外に，研究開発の情報資源の調達の側面にもあり ，研究開発活動

の初期において，前者に対する政策介入は多いが，研究開発活動の展開につれて，後者に対する

政策介入の意味が益々重要となる。例えば，現在の台湾の研究開発活動の状況の特徴を観察した

場合，台湾の研究開発活動に対する政策介入は，新たな転換期，つまり研究開発活動に関わる人

材， 資金（設備）などのハードな資源の調達に対する政策介入から，研究開発活動に関わる情報

資源を完全に，正確に，公正に，即時に調達できるような政策介入への転換期に直面していると

考えてもよい 。

　　１）政府運営の退役軍人向きの職業安定機構 。

　　２）「ＩＭＤ ’９４クローハル競争力調査報告」，台湾，「天下雑誌」 ，１９９５年３月１日号，ｐユ２３により 。

　　３）９０年と９２年，研究人員の比重が２回急上昇し，そして，同時に支援人員の比重が急減少した。これ

　　　については，絶対数のデータを参貝芦しながら分析すれば，統計上の操作によるものとして，説明する

　　　 ことができるだろう 。そうすると ，台湾の支援人員の比重は約１５パーセント前後になると推定される 。

　　４）「中華民国科学技術統計要覧」（９３年版）と「日本科学技術白書」（９１年版）を参照 。

　　５）統計資料の分類は二つの業種として扱っているが，ここでは，両業種を合計して，処理するように

　　　なっ た。

　　６）同上の扱い方 。

　　 ７）「中華民国科学技術統計要覧」 ，１９９４年版，行政院国家科学委員会，ｐｐ．１８２－１８３を参照 。

　　８）台湾の製造業中小企業に関する定義は１９８２年の改定前に従業員が３００人未満で，登録資本金が４ ，ＯＯＯ

　　　万台湾元未満であるとな ったが，改定後は従業員に関する規定がなくなっ て， 登録資本が４ ，ＯＯＯ万台

　　　湾元未満，総資産額が１億２千万以下であるようになっ た。

　　９）「中華民国科学技術統計要覧」 ，１９９４年版，行政院国家科学委員会，ｐｐ．１７９－１８！。

　　１０）「中華民国科学技術統計要覧」 ，１９９４年版，行政院国家科学委員会，ｐ．１８８を参照 。

　　１１）　日本の「科学技術統計要覧」を調べると ，当該指標が７０年代初期の日本の水準に相当することが判

　　　る 。

　　１２）「国際技術移転価格」を参照。１９９３年，上海人民出版杜，知恵出版有限会社 。

　　１３）斉藤　優，「技術移転論」 ，１９７９年，文真堂，ｐ
．２６３
，ｐ
．２７６を参照

。

　　１４）研究開発は理論研究，応用研究，技術開発の三つの次元から構成される。技術開発活動は理論研究

　　　と応用研究を基礎にして，研究開発活動の最終段階として人間社会の生産方式に密接に関連して，し

　　　かも影響を与える現実的な意義を有し，社会生産活動の末端組織，つまり企業において行われるのが

　　　最も効率的なのである。ところが，現代の技術開発の特徴としての科学技術構成の複雑さと科学技術

　　　情報の集約度は一定の研究開発組織形態と一定規模の資金（設備）を必要とする。だから，低い発展

　　　段階の杜会においては，限られた人材と資金（設備）をそれぞれの企業に分散していくより ，一定の

　　　規模で組織した方が効率がよいであろう 。

　　１５）杜会主義運動の歴史を遡って観ると ，それが理念と制度と政策との三つの次元から構成されている

　　　と言える。だから，それを分析する視点も三つの次元によっ て立体的に構成する必要がある 。７０年代

　　　からの二回の石油危機を経過した後，伝統的な社会主義体制は動揺し始め，そして，８９年に世界的に

　　　崩壊し始めた。その原因については様々な視点から展開されたが，政策的ミスより ，広義の技術革新

　　　を阻害する制度上の問題が最も致命的であ ったと考えられる。現在，杜会主義運動は理念の思考，制

　　　度の再建，政策の検討という反省，模索期に入 っていると言っても良いであろう 。

　　１６）小宮龍太郎，「現代中国経済」の論点を参照 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（９５）
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